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11.柏野 学 区住 民 の情報 行 動
1.柏 野学区調査の基本的性格
仏教大学社会学研究所では,昭和57年から昭
和61年にかけて,京都市の北西部に位置する西
陣地域において,そ の住民を対象とする一連の
調査研究を実施 してきた。なかでも調査票によ
る大量調査としては,西 陣地域13学区,あ るい
はその一部をなす西陣学区および柏野学区で実
施 されたいわゆ る第1次 か ら第5次 に至 る調査
がある。その うち,西陣地区全体および西陣学
区の調査結果についてはすでに報告が行われて
お り,残っているのは柏野学区における調査の
みである1)。ただし,この柏野学区においては,
昭和60年3月(第3次)と昭和61年3月(第5次)
の2回 にわたって調査が実施 されているが,そ
の うちここで検討するのは後者の第5次 調査に
ついてである。 その理由は,こ の2つの調査に
関しては,その性格に関わることにもなる基本
的な相違があるからである。その一つは,両者
の対象者が相違 していることである。つま り,
いずれ も柏野学区に居住する20歳以上の住民を
対象 としているとはいえ,第3次 調査ではそれ
をさらに世帯主に限定 しているが,第5次 調査
ではそうした限定を加えない個々人を対象 とし
ているということである。 もう一・つは,それら
の設問項目にかな りの相違があるとい うことで
ある。 たとえば,「情報行動」の項目に限って
も,前者ではそれに関わる設問は2項 目しかな
いのに対 して,後者では倍以上の5項 目に増加
している。 さらに,それに関わる下位項 目まで
含めれば,新 たに後者に加わった3項 目はい う
までもなく,両者に共通 している2項 目につい
て も,第5次調査には多 くの下位項目が含まれ
てお り,全体として両者の項目数にはかなりの
差があることになる。
さらに考慮すべ き問題は,そ うした対象者の
相違や項目の数の相違が,こ こでのテーマであ
る 「情報行動」の研究,特 にその地域社会学的
研究あるいはその現状か らみていかなる意味を
もつのかということである。端的にいって,こ
の分野は未だその端緒についたばか りであり,
実証的な研究やその資料などの蓄積 もほとんど
ないのが現状である2)。その意味では,今回の
調査もたかだか一つの地域に居住する住i民につ
いてのデータを提供するものにすぎない。 とは
いえ,そ の よ うな観点 から現在必要であるの
は,少 しで もその知見を拡大すること,あ るい
は特殊なケースよりも一般的なケースの特徴を
把握することであるとすれば,第5次 調査の検
討を先行させることの理由も自ずから明 らかに
なるだろう。その意味で,第3次 調査について
は別の機会に譲 るとして,こ こでむしろ考慮す
べ きであるのは,対象者の選定について も設問
項 目の種類についても第5次 調査とほぼ共通 し
ている西陣学区での第2次 調査との比較であろ
う3)。
2.情 報 行 動 の 基 本 的 性 格
ところで,第5次 調査における情報行動に関
わる項目の結果を検討することがここでの課題
であるが,先 に述べたこの分野の現状か らすれ
ば,そ れに先だってまずここで考える情報行動
の概念およびその概念と設問との関わ りなどに
ついて明らかにしておく必要があるだろう。な
ぜ な ら,そ れは これまでの西陣調査 で用 い られ
た情報行動 に関わ る設 問項 目をその背後 で支 え
るあ る種の フ レー ム ・ワー クをなす ものだか ら
であ る。 さ らにい えば,そ れ らの設 闘項 目はそ
のフ レーム ・ワー クに依拠 して構成 され た もの
であ り,し たが ってまた,そ の ことは調 査結果
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の検討について も関わって くるか らで ある。
さて,情 報行動 について 検 討 す るに 際 して
は,そ の前提 として社会的 コ ミュニケー シ ョン
とい う概念 を考慮 しなけれ ばな らない4)。ここ
で はと りあえず社会 的コ ミュニケーシ ョンを,
人間(個 人お よび集 団)が 直接 的,聞 接的に遂
行 してい るさま ぎまな コ ミュニケーシ ョンの総
体で あ るとすれば,「情報行動」 は その 一部 を
形成す る下位概念で あるとす ることがで きる。
つ ま り,そ れ は特に社 会的 コ ミュニケーシ ョン
の ミクロな レベル,す なわ ち特定 の地域社会や
集団 に属す る個 々人に焦 点を当て,彼 らが遂行
す る社会的 コ ミュニケーシ ョンの姿 をその日常
生活 に即 して可能 な限 り包 括的に捉えよ うとす
るもので あ る。 したが って,そ れは従来 のマス
・メデ ィアの 「受 け手」 とい った行動 に留 まる
もので はな く,人 々が それぞれの地域社会や家
族 の成員 として,そ の 日常生活 において遂行 し
てい る様 々な種類や形態の コ ミュニケーシ ョン
行動 を包含す る もの なので ある。 これはまた,
そ うした日常生活 を送 る人 々の側か ら社会的 コ
ミュニケー シ ョンを捉 え よ うとす るもので あ
り,ま たそ こで遂行 され る様 々な社会 的コ ミュ
ニケーシ ョンの主体 としてかれ らを捉えよ うと
す る試みで もあるので ある。
むろん,そ れが社会的 コ ミュニケーシ ョンの
一つの様態で ある以上,少 な くともそ こには常
に個人 ない し集団 として 「送 り手」 ない し 「受
け手」 とい う役割 をと り,な ん らかのコ ミュニ
ケーシ ョンに関与す る主体 と,か れ らによって
使用 され る 「記号」お よびそれを定着 し搬送す
る手段で あ る 「メデ ィア」 が存在す ることを前
提 に してい る。 これ らは社会的 コ ミュニケーシ
ョンを直接構成す る基本的 な要素で あるとす る
ことが で きるが,そ のなかで も 「記号」 と呼ば
れ る存在 は特 に複雑 な性格 を もつ ものであ る。
しか も,そ れはわれ われの問題 とす る情報行動
とい う概念 に とって も大 きな関 わ りを もつ もの
で あるか ら,さ らにそれ につ いて触れてお く必
要 が あろ う。
記号 については と りあえず ここで は,特 定 の
社会 や文化 において人 々が使用 している一定 の
意 味 を担 った視覚 的 ・聴覚的 な配列 ・形態を と
る構成物の全体を指すものと考えてお くことに
したい。具体的には,そ の代表 として音声や文
字 として実現される言語を挙げることがで きる
が,そ の他にも映像 ・図像をはじめ様々な種類
・形態をとる記号の類があることはいうまで も
ない。また,記号に関連するものとして,少 な
か らず 厂メッセージ」 という言葉が使用される
こともあるが,こ れはむしろ記号より具体的な
概念であり,特定の個人ないし集団が一定の社
会的コミュニケーションのなかで送受するある
まとまりをもった特定の記号の系列を指す もの
である。つまり,それは特定の社会的コミュニ
ケーションにおいて,い わば具体的に実現され
た記号の系列であるとい つてもよいだろう。
これに関連して触れておきたいのは,人 々が
こうした具体的な記号の系列 としてのメッセー
ジを形成することは,記号の集合全体か ら特定
の記号を選択 す る行為 であるということであ
る。さらにまた,こ うした記号の系列ないしメ
ッセージがそれを交換する当事者の社会的コミ
ュニケーション状況に固有の意味を獲得するこ
とになるの も,そ うした選択の行為によるとい
うことである。
こうした記号やメッセージを問題 にす る場
合,避 けることのできないのが 「情報」とい う
概念 との関連である。記号 と情報はいずれ も基
本的には,先 に述べた意味における視覚的 ・聴
覚的な構成物に関わるもので あ るに は違いな
いが,両 者の異 な るところは,前者が特にそ
の形象的側面を指すのに対 して,後者はその機
能の側面に比重をおいて捉えているところにあ
るといわねばならない。 ここで問題 で あるの
は,情報 という概念に関わる機能 ということで
あるが,そ の意味するところは,人間にとって
記号がその環境の曖昧性 ・不確定性を減じる作
用をもつということである。 ここで重 要 なの
は,少 なくとも社会的コミュニケーションに登
場する記号,つ まり実現 された記号の系列はす
べてその種類 ・形態に関わらず本質的にそうし
た環境の不確定性を減ずる作用つまり情報とし
ての機能をもつことになるということである。
通常は,そ うした記号の系列のすべてではな
く,あ る主体にとってその特定の部分が,特定
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の対象の不確定性を減じるものとみなされる場
合に,それを 「情報」 と呼ぶことが多いように
思われ る。これはわれわれが想定 しているより
も狭義の用法であると解することができるが,
この場合には,そ の記号の種類 としてはいわば
道具的な性格をもつものが想定されているので
あり,情報行動 もそれに対応 した目的的なもの
に限 られることになる。 しかし,社会的コミュ
ニケーションで交換される記号の種類は道具的
なものばか りでなく情動的ないし表出的なもの
も含まれるし,主体が関わる環境 も外的環境ば
か りでなく内的環境のあることをも注意してお
かねばならない。そうした情動的ないし表出的
メッセージも内的 ・外的環境における緊張処理
などに貢献するとい う意味において,われわれ
のいう不確定性 を減少する作用をはたしている
とみなければならないのである。
つま り,人々の日常生活 を構成するさまざま
な環境は不確定性に満ちてお り,その不確定性
を減少することはかれ らの生存 と日常生活にと
って不可欠なことであるから,人々が社会的コ
ミュニケーシ ョンに関与 し記号を交換すること
は,そ うした記号の情報 としての機能を働かし
めるところにその本質があるのである。ここで
地域社会の住民として人々がその日常生活でさ
まざまな社会的コミュニケーシ ョンへ関与する
ことを 「情報行動」と呼んでいるのも,ま さに
この意味においてなのである。情報行動をその
ように捉える限 り,かれ らが現実に遂行 してい
る情報行動はその生活時間のほぼ全体に及んで
いるし,それが遂行される状況や場 も実に多様
である。それに,情報行動を直接構成する要素
に限 るとしても,それに関与する主体のコ ミュ
ニケーション上の役割やその数はいうまでもな
く,そ こで伝達 ・交換 される記号ないしメッセ
ージ,さ らにはそこで使用 されるメデ ィアの種
類についても様々で,し か も多様な組合せがあ
りうることになる5)。
3.情 報行動に関わる設問の構成
むろん,情 報行動の研究 という観点か らは,
それ らを可能な限 り包括的に捉えることは望ま
しいことであるが,こ の調査の性格やスペース
を考慮すればそれを充分に展開することはでき
ない。 したがって,この第5次 調査 の みな ら
ず,一 連の西陣調査において情報行動に関わる
項 目として提示 されているのは,あ くまで一定
の地域社会の住民 として捉えられた人々が遂行
する 「情報行動」のごく限 られた側面の,し か
もその一部 をなすものにす ぎないということで
ある。さらに,情報行動に関わる項目は,基本
的にはすべて先に述べた社会的 コミュニケーシ
ョンに直接関わる基本的要素の特定の側面ある
いはその組み合せとして構成 されているという
ことである。つまり,その対象 となる人々は特
定のコ ミュニケーションに関与する 「受け手」
ないし 「送 り手」の役割をとるものとして,ま
た,な んらかの 「メディア」を使用し,あ るい
は 「記号」ないし 「情報」を送受するものとし
て設定されているのである。ただ,こ うした情
報行動やコミュニケーシ ョンの研究において,
記号や情報を扱 う限 り,それに伴 って常に問題
になるのはその種類や内容が多種多様であると
いうことである。そうした記号や情報の内容を
個々に捉えることは,特にこのような大量調査
では困難なことであるので,そ のためここでは
その内容をいくつかのカテゴリーに分類 し,類
型的に捉えるという方 法 をとってい る。 さら
に,設 問には社会的コ ミュニケーションそれ自
体を直接構成する基本的要素以外にも,その条
件となるあるいはそれに間接的に関わる事柄に
ついて も必要な範囲で設問に加えていることを
述べておかねばならない。なぜなら,社会的コ
ミュニケーションを把握するにはその前提とな
っている条件,た とえばそれに関わる人々の社
会関係や空間的位置や範域,あ るいはメディァ
の購入 ・所有状況やそのための支出 ・利用料金
などについても知 る必要があるか らである。む
ろん,こ こではその場合において もカテゴライ
ズによる類型化をほどこすことによってそれを
把握するとい う方法をとっている。
この第5次 調査を構成す る設問項目の うち独
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立した項 目として,も っぱら情報行動に関わる
のは〈問15>からく問19>にいたる5つの設問であ
る。それを設問の順番に従って示せば,まず,
〈問15>は,調査対象となっている住民の定期的
な新聞の購読状況 とその記事内容の閲読傾向に
ついて問うものであり,〈問16>は新 聞の折 り
込み広告の利用状況に関するものである。 さら
に,テ レビの視聴状態および視聴内容について
問 うた〈問17>と電話の所有および利用状況に関
する〈問18>,また日常生活での多様な情報の需
要状況について問 うてい るく問19>へと進む構成
になっている。
ここに示 した設問項目について指摘 しておか
ねばならないのは,それらはあくまで先に述べ
た 「情報行動」の一端にす ぎないとい うことで
ある。つま り,そうした項目として提示されて
いるのは,一定の地域社会の住民として捉えら
れた人々が遂行する 「情報行動」のごく限られ
た側面の,し かもその一部をなす ものにすぎな
いとい うことである。むろん,こ こにそのよう
な限定があるのは,こ の調査の性格がそうした
対象の行動の探求を全面的に展開 しようとした
ものではないということ,またそれに充てられ
るスペースに制限があるという技術的条件によ
るものである。
こうした条件のもとで,そ の設問には特に地
域社会における住民の日常生活に密接したいわ
ば地域内在的 メディアやメッセージに関わるも
のもあるが,他 方で地域社会の範域を越 えるメ
デ ィアであるマス ・メディアや,必 ずしも住民
の地域社会での生活に直接関わるとはいえない
メッセージの内容に関する設問 も含んでいる。
これは住民の日常生活における情報行動を検討
すれば,そ れがその日常生活の拠点である家庭
や地域社会で遂行 されていることは事実である
としても,メディアの流通や利用可能な範囲あ
るいはそのメッセージの内容などについてみれ
ば,む しろその地域的範囲を越 えるものあるい
は そ うした空 間的範域 と直接関係のない もの も
多い とい う情報行動 に特有 な性格 があ るか らで
ある。
とはい え,メ デ ィアの特性 とい う点か らいえ
ば,特 に 〈問16>の新 聞の 折込広告1のよ うな も
の は ほぼ地域 内在的 性格 を もつ し,〈問14>の
「情報や知識 を得 る手段」 の幾つか もそ うであ
るとい って も よ一い だろ う。 〈問17>の電話は む
しろ情報 行動 の主体 であ る住民 の利用の仕方 な
い し規定 によって地域 内在的 に も,そ うでない
ものとして も使用 しうるとい う特異な性格 を も
つ メデ ィアで ある。 これ らに対 して 〈問15>の
新 聞 それに 〈問16>のテ レビ,さ らに 〈問19>の
幾つかの メデ ィアはいわゆ るマス ・メデ ィアで
あ り,そ の意 味では地 域 内 在 的 ではない。 次
に,そ れ らの設 問におけ るメッセージの内容 と
い う点か らみれば,特 に住民 の地域社会内在 的
な行動や関係 に直接 関 わ る とい う意味では,
〈問14>の「情報や知識の種類」に含まれ る幾 つ
か の選択肢 を挙 げ ることが で きるで あろ うが,
そのよ うな内容 は 〈問15>や〈問17>のマ ス ・メ
デ ィアで も地方紙 や ローカル放送 などには多少
と も見 ることが で きる。 〈問16>のいわゆ るチ
ラシはそれが主 として広告 のメデ ィアで あると
い う制限があ るとして も,広 い意味では地域社
会 に関わ るメッセージを多 く含 む ものであ るこ
とはい うまで もない。 ただ,〈問18>の電話にお
けるメ ッセージは,そ の メデ ィアの性格 と同様
利用者の規定 に委ね られ てい るとい う点で特徴
が ある。 さらに,住 民が携 わる情報行動 におけ
るコ ミュニケーシ ョン上の 役 割 に 関 して は,
〈問14>,〈聞15>,<問16>のいずれにおいて も基
本的 に受 け手 としての立場での情報行動 である
とい うことがで きるが,<聞17>の電話 に関 して
は送 り手,受 け手 のいずれの役割を も取 りうる
とい う点で他 の メデ ィア と異な る特徴 を もって
いる。
4.調 査 結 果 の 概 観
ここでは,第5次 調査の情報行動に関する項
目について,主 にその単純集計の結果によって
その様相を把握することとし,可能な範囲でク
ロス集計の結果についても触 れ るこ とに した
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い。しかし,ク ロス集計の結果については,処
理のなされた主要な独立変数によるものだけで
もかな りの量になるので,今 回もそれぞれの設
問の結果 とクロスす る独立変 数 としては 「性
別」のみを取 り上げることとする。加 えて,先
にも述べたように,対象者の選定,設 問項目の
数などの点で第5次 調査とほぼ共通する第2次
調査の結果についても,可能な範囲で比較を試
みることにしたい6)。
(1)新聞の接触状況
新聞に関わる情報行動について設問している
〈問15>は,定期購読紙の種類を問 うた く問15一
イ〉および閲読記事の種類を問 うた く問15-n>
の2つ の下位項 目からなっている。その設問に
ついて多少補足 しておくとすれば,前者につい
ては,一 般に市販されている日刊のマス ・メデ
ィアとしての新聞のみならず,各 種の業界紙や
団体 ・組織が発行している機関紙なども含めて
その選択肢が設定されている。通常のマス ・コ
ミュニケーション研究とい う観点からはマス ・
メディアといえないそうしたメデ ィアを同列に
扱 うことには疑問があるが,地域社会や住民を
対象 とす るこうした研究にとっては,不 明なと
ころが大 きい業界紙や機関紙の購読などの状況
について,デ ータを収集するとい う点で意義が
あるといってもよいだろう。
ところで,少 なくとも通常のマス ・メディア
としての新聞に関する限 り,単身世帯は別とし
て,そ れ以外の世帯でも特定個人のために特定
の新聞を購読 している場合 もあるが,通 常は世
帯単位で継続的に購読 しているのが一般的であ
る。したがって,こ の設聞ではそうした新聞の
一般的な購読状況を基本 としてお り,そのワー
ディングも 「あなたのお宅では … 」 となっ
ている。この意味で,〈問15一イ〉はむしろ家族
や世帯といった集合的レベルにおける情報行動
とみるべきもので,そ れをもって直ちに個人の
情報行動とみなすことはできないが,そ れが少
なくともそれぞれの家庭において個々人が新聞
に接触 し,ここでいう情報行動を遂行する条件
となっていることは確かである。
ところで,こ の種の条件とい う意味では,家
庭ないし世帯で購読する新聞を選定 し,購読を
決定することなどもこれに含まれると考えるこ
とがで きる。これは世帯なし家庭内の意志決定
の構造の一端をなすものであるが,た またま第
5次調査では〈問12一ロ〉の8番 目の項目として
購読紙の決定者ないしその方法を聞いているの
で,参考のためその結果について見ておくこと
にしよう。その回答が最 も多いのはく夫〉の47.2
%で,〈妻〉は11.3%であるが,夫婦共同,つ ま
り〈両者〉で決定するとした者 も16.2%に達 して
いる。〈その他の人〉が決めるとい うのは8.5%
で最 も少ないが,〈家族全員〉とした者は16.9%
あって,順位 としては〈夫〉単独に次 ぐ第2位 に
なっている。そのうちく両者〉および〈家族全員〉
を 「協議」によるものとし,その他を 「単独」
で決定するものとすれば,購読紙の決定につい
ては,前者が67%後者が33%で,およそ2対1
であることが分か る。
a.定期購読紙の種類
ところで,こ の設問に対する回答者769名の
うち〈新聞はとっていない〉と回答している者は
2,2%であるか ら残 りの97.8%の回答世帯 ない
し家庭では何らかの定期購読紙があることにな
る。通常,定期購読紙があることはいわば普通
のことであるから,こ こではまず く新聞は とっ
ていない〉と回答 した者について,そ の特徴を
見てお くことに しよう。 クロス集計の結果か
ら主要 な傾 向を眺めれば,そ の大部分は く単
身〉で,年 収が200万円以下の20-39歳代 もしく
は70歳以上に集中している。 これを見 る限 り,
新聞の定期購読 という情報行動を維持するには
収入がその条件になるとしても,そ こにはある
種の社会的インボルブメン トの程度 とい うべ き
ものも大 きな要因になっているものと思 われ
る。
まず,そ の種類はともか く定期購読紙がある
とした者の回答から,彼 らが購読 している新聞
紙数について見ることに しよう。 ここで は複
数回答を認めているので,購 読紙 数 は延 べ約
1,198紙にな り,少 なくとも回答者の世帯ない
し家庭ではその種類はともかく¥/,均約1.6紙を
購読 していることになる。 ところで,こ の設問
で提示されている購読紙 に は,一 般全国紙,
地方紙,専 門紙か ら,各種団体 ・機関紙,そ れ
.,
に業界紙 にいたるまで種 々の 「新 聞」が含 まれ
てい ることは先 に も触 れた とお りであ る。 とは
い え,そ れ らは基本的 には2種 の カテ ゴリー,
すなわち,一 方 は 〈朝 日新 聞〉か ら 〈スポーツ
紙〉にいた る一般 の読者 を対象 とした 日刊 の商
業新 聞であ り,他 方 は 〈赤旗〉か ら〈業界紙〉に
いた る特定の団体や機 関が特定 の読者 のために
発行 している機関紙や業界紙 な どの グループに
分 け ることがで きる。以下,前 者 の グループを
一般紙,後 者 のグルー フ゜ を特殊紙 と呼ぶ こ とに
す るが,こ の分類に基 づいて それぞれ の回答数
を比較すれ ば,一 般紙 の913に対 して特殊紙 は
〈その他 の新聞〉を含 めて285であ るか ら,前 者
は後者の約3.2倍あ ることにな る。 この分 類に
よれ ば,前 者 についてはそれ を購読 してい る世
帯 ない し家庭 では平均約1.2紙を購読 してい る
ことにな るし,後 者 については平均約0.37紙し
か購読 していない ことにな る7)。
まず一般紙 に対す る単純集計の結果全体 を通
じて見れ ば,〈京都新 聞〉が83.4%と最 も多 く,
それに次 ぐのが〈スポーツ新 聞〉の14.3%,さち
にく朝 日新 聞〉の9.0%な どとい う順 になってい
る。 ここで大 きな特徴 となってい るのは,提 示
され た一般紙全体 の中で地方紙 である〈京都新
聞〉の占め る割合が83%を 越 えてい ることで あ
る。 この く京都新聞〉については,第2次 調査
で77%台で あった ことを考 えれば,西 陣地域 で
は最 も高 い数値 を示 してい るよ うに思 われ る。
また,〈ス ポーツ新 聞〉について も,第2次 調査
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では14.2%しかないのに,こ こでは21%を上 回
ってい ることも大 きな特徴で あるとい えよ う。
他方,一 般全 国紙3紙 については,第2次 調
査 ではその合 計 は30%を 越 えていたのに対 し
て,今 回の調査で はその比重が大幅に低下 して
お り,全 体 として17.0%にしか な ら な い。 た
だ,一 般全国紙の うちでは〈朝 日新 聞〉の購読者
が9.0%を 占め,〈毎 日新 聞〉,〈読売新聞〉はそ
れ ぞれ4.4%,3.6%で あ るか ら,〈朝 日新 聞〉
の購読者が その半数 をやや上 回 るとい う点で は
これ までの調査 と大 きな差 異 は ないよ うで あ
る。 また,同 じく全 国紙 ではあ るが,経 済専 門
紙 である〈日本経済新聞〉および〈サ ンケイ新 聞〉
について も3.8%しかな く,さ らに,異 種の専
門紙で ある〈英字新 聞〉は0.3%と極 めて低率で
あること も柏野学区 の特徴 であ る。
これ と対比 して,特 殊紙 に対す る回答 率は全
体で23.8%を占 め て お り,こ れは第2次 調査
(20.5%)より多 く,こ の柏野学区内では特殊紙
を定期購読 している世帯がかな り多い ことにな
る。 この特殊紙 のグルー プ全体を通 して見れ ば
く赤旗〉の貝冓読率が21.5%と最 も高 く,そ れ に次
ぐのがく聖 教新 聞〉の6.8%で,〈その他 の政党政
治 団体 の新聞〉お よび 〈その他 の宗教団体新 聞〉
は3.1%,0.3%にす ぎない。〈赤旗〉について
は,今 回の調査では,提 示 した一般紙,特 殊紙
を通 じて〈京都新 聞〉に次 ぐ第2位 を 占めてお
り,第2次 調査では7.3%で あったの に比べ る
とその3倍 近 くもあ り,極 めて高率で あること
が わか る。 それに して も,こ の調査対象地であ
る柏野学区には,西 陣機業関連従事者が多いに
も関 わ らず,全 国紙,経 済団体紙,そ れに業界
紙 まで含 めて も経済 関係紙 の購読者が6.7%に
す ぎないのは意外 であ る。
ただ し,こ の集計結果 に関す る限 り,回 答者
ご とに異 なるであろ う購読紙の種類あ るいは複
数 の購読紙の組 み合 わせ,ま た,そ れ らが上 の
2つ の グルー プのいずれか一方 あるいは両方 に
またが るのか どうか とい うことについて も現時
点で は明かにす るこ とがで きない ことを断 わっ
てお きたい。
b.閲 読記事 の種類
ところで,次 の 〈問15一ロ〉は,新 聞 の最 多閲
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読記事の種類について問うたものであるが,こ
こで記事の種類としてカテゴライズされている
選択肢は,基本的には一般全国紙の記事構成を
想定 したものである。しかしなが ら,〈問15一イ〉
ではそれ以外の特殊紙をも含めて設問 している
ため,そ の読者の閲読記事についての傾向が混
入していることも想定される。むろん,こ れは
一般紙における専門紙についてもいえることで
あって,た とえば,ス ポーツ紙のみしか購読 し
ていない回答者が多ければ,その紙面構成を反
映 して,こ こでの回答に〈スポーツ〉記事の回答
率が上昇することが予想されるであろう。しか
し,一方で多くの場合,専 門紙あるいは団体機
関誌であってもその目的とす る内容以外の記事
がないわけではないし,他方でここでは1回答
者当 り2.7弱の回答をしてていることもあ り,
実際上そ うした偏向はある程度緩和されている
と考 えてもよいであろう。
さて,ま ず単純集計の結果をその順位に従っ
て示せば,第1位 が〈事件 ・社会〉の69.0%,次
い〈ラジオ ・テ レビ欄>57.2%,第3位はく政治
・経済>35.6%で,〈スポーツ〉(32,6%)および
〈娯楽 ・趣味〉(14.8%)はそれぞれ第4位 および
第5位 となっている。それ以下は,〈家庭>13.8
%,〈投書 ・相談>12.6%,〈広告 ・案内>11.7
%,〈社説>10.1%の順であるが,残 りの 〈連載
小説 ・読物〉,〈その他〉,〈学芸〉はいずれ も3
%程度あるいはそれ以下にす ぎない。
さて次に,こ うした第5次 調査における情報
行動の項 目に対する回答の結果をクロス集計,
つま り独立変数の属性 と関連 させなが ら,その
特徴について見てゆくことにす る。ただし,第
5次調査での各設問に関しては,性別を始め,
年齢,学 歴,家 族構成,居住年数,職 業,年 間
収入にいたる7つ の独立変数 とのクロス集計が
終わっているが,そ れをすべて検討することは
この限られたスペースではできないので,これ
以下では性別による結果に限って検討すること
にしたい。その理由の一つは,情報行動 といっ
た項目では性別による差異が他の変数の場合 よ
りかな り顕著にでることが多いからである。ま
た,同 じ理由から,第2次 調査で も性別を中心
にして検討 したので,そ の意味での比較ができ
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るとい うことも加 えておかね ばな らない8)。
や は り,単 純集計での順位 と同 じく,男 ・女
ともく事件 ・社会〉に関 してはそれ ぞれ69.9%,
68.4%と69%前後 の高率で 第1位 に選 んでお
り,そ の差 もほ とん どないが,第2位 以 下 で
は男性が く政 治 ・経 済〉(57.8%),〈スポーツ〉
(51.4%),〈ラジオ ・テ レビ欄〉(48.0%)の順 で
選択 しているの に対 して,女 性 で は 〈ラジ オ ・
テ レビ欄〉(64.8%),〈家庭〉(22.2%),〈政治 ・
経済〉(18.7%)とい う順位にな ってお り,両 者
で大 きく異 なっていることが分 か る。 ただ し男
性 では,第4位 の〈スポーツ〉で も50%台で,比
較 的その選択が分散 しているの に対 して,女 性
では特 にその選択が第1位 と第2位 に集 中 して
お り,第3位 のく家庭〉になるとせ いぜ い20%台
に低 下 し,第1位,第2位 との差 は40%以上 も
ある。 この ことは,た とえば,女 性 の第4位 に
きてい る〈政治 ・経済〉は18,7%しか ないのに対
して,男 性では57.8%あることに も見 ることが
で きる。
この設問 につ いて,第2次 調査 の結果 をみれ
ば,単 純集計で は 〈事 件 ・社会〉,〈ラジ オ ・テ
レビ欄〉,〈政治 ・経済〉,〈スポーツ〉の順 で,
第4位 までは第5次 調査 の順位 と一 致 し て い
る。 ただ,第5位 については第2次 調 査 で は
く家庭〉が で きてい るのに対 して第5次 調査 では
〈娯楽 ・趣味〉であ って,そ の順位が逆 になって
い るが,回 答 率の低下す るそれ以下の順位 では
ほとん ど共 通性 はみ ることがで きない。 また,
クロス集 計で も第2次 調査 の結果 は,そ れ ぞれ
の選択肢 での回答率には多少 の上下が あ るもの
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の,順 位 とい う点 では,男 ・女 とも第1位 であ
る〈事件 ・社会〉はい うまで もな く,以 下 それ ぞ
れの第4位 までは,第5次 調査 と全 く同 じ順位
で あるのは興味深 い ことである。
(2)テレビの視聴状況
さて次 に,調 査票 にお ける設問項 目の順序 と
は少 し相違 す るこ とになるが,上 でみた新聞,
すなわち印制 メデ ィア とは性格 を異 にす るとは
い え,も う一 つの代表的 なマス ・メデ ィアであ
るテ レビに関 わ る設問,<問 一17>の結果 につ い
て見 ることに しよ う。
この 〈問一17>は全体 として住民 のテ レビ視聴
に関す る設問 であるが,こ こではその ごく基本
的な側面 を5つ の下位設問 としてその実態 を把
握 しよ うとしている。 まず,〈問17一イ〉,〈問17
m>,〈 問17一ハ〉の3問 は,い ずれ もテレビ接
触 の時問的 な側面 に関す る もので ある。最初 の
〈問17一イ〉は テ レビ接触 の有無 を一週間 を単位
として,ま た,〈問17一ロ〉は一 日にお けるテ レ
ビ接触の時間帯 を,さ らに,〈問17^ハ〉は 一 日
を単位 とした テ レビ接触 の時 閻数 につ いて問 う
た ものであ る。〈問17一二〉お よび 〈問17一ホ〉に
ついては後述 す るとして,ま ず,テ レビ接触の
時間的側面 の結果 か ら概観す ることに しよ う。
a.テ レビ接触 日数
ところで,わ が国 においては,テ レビ受 信機
の世帯普及率が ほぼ100%に達 してか らかな り
の年月が経過 してい るうえに,テ レビを複数 台
所有す る世帯 ない し家庭 も増加 してい る。 した
が ってテ レビ視聴 の個人化 ・個別化が進行 して
お り,今 日で はテ レビを所有 しない世帯 ない し
家庭 を見出すのが 困 難 で あ る と もいえ る。事
実,〈問17一イ〉に 関す る限 り,〈テ レビはない〉
と回答 した者は皆無で あるか ら,こ の柏野学区
で はテ レビの世帯普及率はほぼ100%で ある と
いって もよいだ ろ う。ただ し,こ の調査iにお け
るく問11>,つま り家庭にあ る耐久消費財 に関す
る設 問の〈カ ラーテ レビ〉の項 目に対す る回答で
は96.1%にな ってい ることを述べ ておかねば な
らないだろ う。 その差 は〈白黒 テ レビ〉の使用 を
意 味す ることにな るのか否か,に わかに判定 し
が たい とはいえ同 じ設問 にお けるく欲 しい もの〉
に対す る回答 で も提示 された選択肢 では最低 の
1.6%にす ぎない とい うことか ら見 て も その世
帯普及率が100%に近 い状態 にあ るこ とは確か
である。 それに,同 じく この設 問に お ける〈あ
なた専用 の もの〉に対す る回答者が32.1%に達
していることも,テ レビの世帯当 り所有台数の
複数化,し たが ってかな りの世帯で テ レビ視聴
の個別化が進行 してい ることを読み取 ること も
で きる9)。
これに加 えて,近 年普及が進 んでい るのは,
ビデオテープ レコーダー などのオーデ ィオ ・ビ
デオ機器 やフ ァ ミコンを始め とす る情報処理機
器 であ る。 これ らについてはその所有状況 のみ
について,同 じ く<問11>で聞いてい るが,そ れ
は ここでい う情報行動の条件ない し間接的要因
とみ ることがで きる ものであ るか ら,そ の結果
について見てお くことに しよ う。 その うち,テ
レビ視聴 と最 も関連が大 き く,し か もその様相
に も変化 を もた らしつつあ るくビデオ コー ダー〉
と〈ビデオカメラ〉についていえば,〈お宅 にあ
るもの〉すなわち世帯 ない し家庭の所有状況に
つ いては,前 者が33.9%,後者が11.4%になっ
てい る1°)。とはいえ,こ の 調査 の対象者 〈専用
の もの〉を所有 してい るのは,前 者で66.2%,
後者で2.3%にす ぎない。 それだ けに,そ れ ら
は〈欲 しい もの〉,つ ま り所有の欲求 の対象 とな
るのであ るが,そ の点で は前者が8.1%,後 者
が10.8%を示 している。後 者が前者 よ り高 い数
字であ るのはその普及が低 いか らであろ うが,
問題は単 にその二者の比 率および比較 にあ るの
ではな く,〈問11>で提示 された15の物品 のなか
におけ る両者の 順位で ある。 つ ま り,〈ビデオ
カメラ〉をく欲 しい もの〉とした者 は10,8%では
あ るが,ほ ぼ100%普及 していると思 われ るくカ
ラーテ レビ〉が最低 の1.9%で あるのに対 して,
この〈ビデオカメラ〉は15の物晶の なかで最大の
値 になってい るとい うこ とで あ る。 そ れ に,
〈ビデオ コーダー〉に して も,そ の全体のなかで
は,第2位 の〈電子 レンジ〉,第3位 の〈乗用車〉
につ ぐ位置 を占めてい るので あ る。 この こ と
は,コ ミュニケーシ ョン論的には大 きな意味 を
もつ もの と考 え ることがで きる。 つま り,長 年
慣れ親 しんで きたテ レビの もつ宿命的 な受身性
を越 えて,し か もその視聴覚 メデ ィア としての
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特性を活 か して,身 近 な範 囲でではあるが 自ら
厂送 り手」 とな り,自 己を表現 し記録す るとい
うメデ ィアの 「使 い手」 になろ うと してい るこ
と,な い しその希 求を読 み取 ることが で きると
い うことで ある。
それ に,家 庭にお けるオ ーデ ィオ ・ビデオ機
器 としては他 に,〈ステ レオ〉や 〈カラオケ ・セ
ッ ト〉な どもあ るが,同 じく<問11>によれば前
者 は61.0%とか な り高 い普及率 を示 してい る
が,後 者 はまだ16,4%にとどまってい る。〈専用
の もの〉も前者 は13.3%あるが,後 者 は4.7%に
す ぎない。 それ と反比例 して〈欲 しい もの〉とい
うことでは,前 者が2.6%しかないのに対 して,
後者 は4.2%に上昇 してい る。 また,今 後 その
普及 が見込 まれ るものに,家 庭で使用で きる情
報処理機器が あ るが,こ れ につ いては〈問11>で
その項 目に含 まれてい るのは〈パソ コン〉のみで
ある。 その結果 に見 る限 り〈パ ソコン〉の普及 は
12.7%にす ぎない し,対 象 者 〈専用 の もの〉も
2.5%にす ぎない。 しか し,〈欲 しい もの〉とい
うことでは,そ の回答率 は7.0%もあって,こ
れは〈ビデオカメラ〉,〈電子 レンジ〉,〈乗用車〉,
〈ビデオコー ダー〉に次 ぐ位置 を占めてい るので
ある。 それは ともか く,こ の〈欲 しい もの〉の第
5位までに,広 義 の情報関連機器が3つ も入 っ
てい ることは注 目に値 す ることで あるといわね
ばならない。
それは と もか く,こ の 〈問17一イ〉に対す る回
答 によれば,テ レビを〈まった く見ない〉者 は5
名(0.7%)しかお らず,全 体 として住民 の日常
生活 にお けるテ レビ視聴 とい う情報行動 の比重
の大 きい ことがわか る。 それに して も,こ の設
問 に対す る回答か らみれば,そ の99.3%の者 は
少 な くとも1週 間 に1日 以上はテ レビを視聴 し
てい ることにな る。 さらに,そ の内容 を選択肢
に提示 され た区分 に したが って 述べれば,〈週
に一 日てい ど〉しか接i触していない ものは12名
しかないが,〈週 に2～3日 てい ど〉は51名と多
くなってい る。 それ で も1週 間の半分以下の 日
数 しかテ レビに接触 していない もの,す なわ ち
この両者 の合計 は8.6%にす ぎない。 さらに,
〈週 に4～5日 てい ど〉ま で 加 えて も15.6%程
度 にしか ならず,残 りの大多数 を占める81.8%
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の対象者はその長短は別にしてくほとんど毎 日〉
テレビを見ていることになる。
それでは,1週 間におけるテレビ接触日数に
ついて,ク ロス集計 の結 果か らその性別によ
る特徴を眺めてみることにしよう。まず,男 性
の場合には1週間における視聴 日数 の多 いほ
う,特にくほとんど毎 日〉に集中している割合が
高いのに対 して,女性ではそれ以外の項目,す
なわち,テ レビに接触する日数が少ないほ うで
いずれも男性よりその比率がやや高 くなってい
る。つま り男性は毎 日テレビに接触するものが
多いのに対 して,女性では1週間のうち接触 し
ない日のあるものが やや多い ということで あ
る。 とはいえ,その差は最大の〈ほとんど毎日〉
で も4.5%であり,その他は2%以 下 とい う程
度の差にす ぎない。補足するとすれば,こ うし
た傾向は西陣学区で実施された第2次 調査の結
果 ともほとん ど同じだとい うことである。
b.テ レビ視聴の時間帯
すでに明かなように,テ レビ視聴は対象者の
日常生活のい わば不可欠 な部分 となっている
が,一 日を単位 としてみた場合,そ れはどのよ
うな時問配分,つ ま り時間帯において展開 して
いるのであろうか。
わが国における1日 当 りのテレビ放 送時 間
は,一部終 日放送が実 施 されている地域があ
るとはいえ,京都市を含む関西地域ではまだ18
時聞から20時間程度である12)。それで も,早朝
から深夜までテレビを視聴することは可能 であ
り,その意味ではテレビの放送時間は大多数の
人びとの生活時間をほとんどカバーしてい るこ
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とにな る。 むろん,人 びとの生活 時間配分 は多
様であ るとはいえ,あ る種の生 理的行動や職 業
活 動の よ うな基本 的な生活行動 にはいわば平 均
的なパ ター ンが あ ることは誰 もが知 ってい るこ
とで ある。テ レビ視聴 はある意味で は余暇活 動
であ るか らその限 りにおいては,必 ず しも不可
欠 な行 動であ るとは い え な い面 があ る。 しか
し,〈問17一イ〉の結果に 見 るよ うに現 在の多 く
の 日本 人に とっては か な り比 重 が高 い もので
あ ることは 疑 うことが で きな い 事実で ある。
この意味で彼 らのテ レビ視聴 とい う情報行動 は
その生活 時聞のなかで,ど のよ うに配分 され,
位置づ けられてい るのか とい うことは興味の ひ
かれ るところで ある。 ただ し,こ れ につ いては
「分」・「時間」単位 で計測 す る場合 もあるが,
この よ うな大量 調査 では無理 なことで もあ り,
む しろその 日常の生 活感覚に近 い形 で7つ の時
間区分 を設 け,そ れ をここでは 「時 間帯」 とい
う形で使用 していることを述べ ておかねばな ら
ない。
ところで,先 に も述べ たよ うに,多 くの人 び
との 日常の生活様式か ら考 えれば,勤 務 や学業
か ら解放 され る自由時問は一般 に夕方 か ら夜 に
か けてで あ るか ら,あ る意味で 当 然 と もい え
るが,回 答者 の テレビ視聴時間帯 は そ の 大 半
が〈夜〉(83.5%)に集 中してい る。 それに次 ぐの
が〈お昼〉の34.3%であるが,そ れ以外 は10%台
の〈早朝>11.8%とく深夜>10.3%にな ってい る。
その他の時間帯すなわち〈午前中〉,〈午後〉,〈夕
方〉は6%台 で,そ れぞれ6.9%,6.2%,6.0
%に とどまってい る。い うまで もな く,こ うし
た時問帯 にテ レビを視聴 してい る人 が少 ないの
は,多 くの人 び とが その時間帯 に勤 務や学業 な
どに従事 してい るか らで あって,自 由時間 とし
ての〈夜〉に テ レビ視聴 が 集 中 してい ることと
対 をな してい るわけである。 それに して も,こ
のよ うに 自由時 間にテ レビ視聴が集 中 してい る
ことは,テ レビ視聴 とい う行動の 自由時間に占
め る比重 の高 さを一層際立 たせ ることにな るだ
ろ う12>。
テ レビ視聴 の時 間帯が大筋において このよ う
なパ ター ンを取 ることは,第2次 調査の場合 で
も同 じで あるが,多 少の相違が あるとすれば,
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西陣学区 に比 べて柏野学区 ではいずれ も5～6
%程 度,〈早朝〉の視聴が少 な く<お昼〉の時間帯
が多い ことで ある。
次 にまた,こ のテ レビ視聴の時間帯 について
性別 クロスの集計結果 か ら;そ の特徴 を眺めて
み ることにしよ う。
上 に もみた よ うに,テ レビ視聴の時間帯 の分
布パ ターンは,男 性 で も女性で も視聴 してい る
人の割合が〈夜〉に最 も高 く,〈お昼〉が二つ 目の
ピー クを形成 してい ることには変わ りがない。
その うち,〈夜〉については男女でその差 はほ と
ん どないが,第2の ピークで ある〈お昼〉に関 し
ては,女 性 の ほ うが10%程度多 くな ってい ると
ころに特徴 が み られ る。 それ に加 えて,〈午前
中〉も女性の方 が 男性 よ り3%程 度 多 くな って
いる。同様に して,各 時間帯 を男女 で比較 して
み ると,男 性 の方 が女性 よ りも視聴者 が多 くな
ってい るのは〈深夜>14.6%(女性:6.8%),〈夕
方>9。6%(女性:3.3%),<早朝>11.9%(女性:
11.7%)の4つで ある。逆に,女性の方 が男性よ
りも視 聴者が多い時 間帯 は,〈 お昼>38.4%(男
性:29.0%),〈午前 中>8.4%(男性:5.1%),
〈夜>84.5%(男性:83.3%)の3つであ る。 これ
を見 る限 り,女 性 はく午前 中〉か ら〈お昼〉それに
く午後〉,つま り日中 と〈夜〉に見 る者の割合が多
く,男 性 はく夕方〉か ら〈深夜〉にかけて テ レビを
み る者 の割合が多 くな るとい う傾向 を読み とる
ことがで きるよ うであ る。 ここで特徴 的なのは
く深夜〉の時間帯では,女 性 に対 して男 性の方が
2倍以上 も多 くの人が テ レビを視聴 してい るこ
とであ り,ま た逆に,くお昼〉で は,男 性に比べ
て女性 の方が ほぼ10%程度 も多 くテ レビを視聴
してい る者が いるとい うことで ある。
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むろん,こ うした結果になっているのは,多
くの人びとがテレビを視聴するのは家庭であっ
て,し たがって,彼 らの在宅時間の長短がそれ
にとって基本的な要因になっていることを示唆
するものである。そのため,男性のテレビ視聴
はまさにその短い在宅時間に集中しているので
あって,在宅時間の長い人が多い女性では,そ
の視聴時間が比較的1日 の各時問帯に分散する
結果になっているのである。
こうした基本的な傾向は第2次 調査で もみら
れることであるが,第5次 調査では男 ・女とも
〈お昼〉にテレビを視聴 す るものが5%程 度多
く,また,〈夜〉に視聴する者のうち,わずかで
はあるが,女 性のほ うが1%程 度多 くなってい
るところに第2次 調査 との相違がみられる。こ
れは柏野学区の場合,家 族従業員 として仕事を
している女性 と雇用者 として勤務 している女性
が共に多いことによるのではないだろうか。
c.テ レビ視聴の時間数
それでは,こ の調査の対象者である柏野学区
住民のテレビ視聴時間は,ど れくらいになって
いるのであろ うか。次の設問 〈問17一ハ〉は,1
日のテレビ視聴時間の合計について問 うたもの
である。ここで設定している選択肢は,1時 間
以下では30分問隔,1時 間から4時間以下は1
時間間隔で区切っているが,4時 間以上につい
ては区切らず1項 目とし,全体では6項 目とな
っている。これは,最 近やや減少 しつつあると
はいえ,3時 間程度が続いている国民の平日に
おけるテレビ視聴時問数の平均値を一つの目安
として設定した ものである13)。
さて,この設問に対する回答の単純集計の結
果におけるモー ド,つま り回答者の最 も多い項
目は,〈2時間～3時 間〉で,回答者全体の24.7
%を占めている。それぞれの選択肢に対する回
答者の分布は,この〈2時間～3時 間〉をピーク
にして,その前後の選択肢に向かって低 くなる
というカーブを描いている。すなわち,時間数
が多い方向では〈3時間～4時 間〉が20.4%(157
名),〈4時間以上〉は16.5%(127名)であ り,反
対に少ない方向ではく1時間～2時 間〉が23.7%
(182名),〈30分～1時 間〉が10.3%(79名),〈30
分以下〉が1.4%(11名)となっている。
それ にして も,1日 にテ レビを〈4時間以上〉
視聴す る ものが16.5%もあ り,3時 間以上 であ
れ ば36.9%,2時問以上 では61.6%,少な く
とも1時 間以上で あれば85.3%の回答者が含 ま
れ ることになるので ある。逆 に言 えば,1日 に
1時間以下 しか テ レビを視聴 しない ものは10.3
%,30分以下では2%に も満 たない とい うこと
は,回 答者の 日常生活 に とっていかにテ レビ視
聴 とい うものが その一部 として浸透 し,大 きな
ウエイ トを占めてい るか とい うことを如実 に物
語 るもので ある。
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次 に,このテレビ視聴時間数について,男 女
別のクロス集計をみれば,選択肢問の順位 とい
うことでは全体 として先の単純集計での傾向 と
同じである。両者の時間数別の比較 ということ
では,女性 より男性の方が 多いのは,〈1時間
～2時 間〉の2.4%,〈2時間～3時間〉の3.7%
のみで,他 の時間数では最低0.2%から最高4.4
%の範囲ではあるがすべて女性の方が上回って
いる。 とい うことは,男性はいくつかの視聴時
間数に比較的集中しているのに対して,女 性の
場合は各時間数に分散しているとい うことであ
る。 この結果に見 る限 り,男性の場合は特 に在
宅時間のあり方に規定される度合が大 きいと思
われ るが,そ の比較的短いと思われる在宅時間
の範囲の中で,テ レビ視聴の時間がかな りの比
重を占めていることになる。
テレビ視聴の時間数に関して,第2次 調査 と
第5次 調査で異なるのは,〈1時間～2時 間〉,
〈2時間～3時 間〉およびく3時間～4時 間〉の選
択肢でいずれ も2.8%,4.2%,2.1%,第5次
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査の ほ うが第2次 調査 よ りそれ ぞれ回答率が 調
低 くなってい ることで あ る。 と ころ が,〈4時
問以上〉にな ると,そ れ とは 逆に 第5次 調査 の
ほ うが 第2次 調査 よ り5.6%も高 くなって お
り,柏 野学 区ではか な り長時間視聴にシ フ トし
てい ることが分か る。男 ・女別で も,女 性 のほ
うが それ ぞれ の時間数 に分散 してい ることは,
両者 で見 られ る傾向で あるが,第5次 調査 では
女性 も〈4時聞以上〉と回答 した者 が16.6%と
多いため,一 層 その傾向 を助長す ることにな っ
てい る。
さて,テ レビ視聴に関す る設 問の うち,残 る
下位設問〈問17一二〉および〈問17一ホ〉は,テ レビ
視聴 にお け る放送局 と番組に対 す る選好 に関 す
る問で あ るが,前 者は テ レビにおけ るいわば代
表的 な 「道具的」 メ ッセージ といえ るニ ュース
ない し報道番組に関す るものであ り,後 者 は も
う一方の代表的な 「表 出的」 メ ッセージで ある
娯楽番組 を基軸 として,局 選好 を探 ろ うとした
もので ある。 この設 問に提示 され ているテ レビ
局は 京都市内 で 視 聴 可 能 な,VHFのNHK
総合(2ch.),毎日 テ レ ビ(4ch.),朝日 テ レ
ビ(6ch.),関西 テ レビ(8ch.),読売テ レビ(10
ch.),NHK教育(12ch.)の6局とUHFのK
BS京 都(34ch.),テレビ大 阪(19ch.)の2局,
計8局 であ る。 ただ し,こ の西陣地域は テレビ
大阪 の放送 区域外で はあるが,専 用の アンテ ナ
を設置 すれ ば視聴可能 になるか ら,多 少の受信
者 もあ る もの と思 われ るので,選 択肢 に含め る
ことに した ものであ る。
d.番 組種 による局選好
この設問 の構成 は,「 ふだん あなたが 特に見
るテ レビは どの局 ですか。 『ニ ュース』 の場 合
と 『娯楽番組』の場 合についてお こたえ下 さい」
と問 い,続 い て先 の8局 と 「特 にない」 を 加
えた9の 選択肢 を,厂 ニ ュース」 の場合 と 「娯
楽番組」 の場合 に分 けて 聞 く形 態 を とってい
る。
まず,「 ニュース」 についての結果 をみ ると,
なによ りも〈NHK総 合〉が53.2%と高 く,他 の
局 に対す る選好がいずれ も10%以下であ るこ と
を考 えれ ば,か な り大 きい数字 であ ることが わ
か る。 それ以外 のVHF民 間放送 局 で は く朝 日
テ レビ〉が6.9%で最 も多 く,続 いてく毎 日テ レ
ビ>6.2%,〈関西 テ レビ>5,6%,<読売テ レビ>
4.2%となってお り,そ の差 は最大で2.6%し
か な くそれほ ど選好 の相違が あるよ うには見 え
ない。 ロー カルのUHF局,特 にくテ レビ大阪〉
については ごく小数 の受信者がい るよ うで ある
が,「ニュー ス」 を 見 る局 と して は 〈テ レビ大
阪〉に して も〈KBS京 都〉に して もいずれ のV
HF局 に比べ て も低 くせいぜい1%程 度 に とど
まってい る。
他方,「娯 楽 番 組」 については,も っ とも高
いのが〈関西テ レビ〉であ るが,そ れで もせ いぜ
い17.6%にす ぎず,そ の他の局については 〈毎
日テ レビ〉と〈朝 日テ レビ〉が同率の14.8%,〈読
売 テ レビ〉が9.1%と分散 してい る上 に,「ニュ
ー ス」 の場合 とは異 なって〈NHK総 合〉は8.5
%と 最低 になってい る。〈NHK教 育〉は別 とし
て も,ロ ー カルU局 の〈KBS京 都〉は2.1%,
〈テ レビ大阪〉も0.0%で,他 の民放V局 に比べ
てかな り低 くなっている。
この2つ の設問 に対す る回答を通 じて,特 に
顕著な特徴 を見 せて い るのは,「 ニ ュース」 の
〈NHK総 合〉のみで あって,民 間放送 の場合 は
「ニュー ス」 では〈朝 日テ レビ〉が,「娯楽番組」
では〈関西 テ レビ〉が他の局 よ りもやや高 い もの
の,民 放局相互間 にはそれほ ど顕著 な差が ある
よ うには思 われ ない。 それに,こ の2つ の設問
に対 しては,〈特 にない〉が 厂ニ ュース」 の場合
で7.5%,「娯楽番組」 の場合では ほぼ その倍
に当た る14.8%に上 ってい ることは注 目すべ き
ことであ る。 なぜな ら,そ の率が 「娯楽番組」
で高 いのは どの局で視聴 して もいわば楽 しめれ
ば よい とい う ことで あろ うが,「ニュース」 は
基本的 に環境監視に関わ る情報 を主 とす る もの
で あ り,そ れだ けに回答者が いわば信 頼で きる
と考 え る局 を選択す る傾向が あると考 えられ る
か らであ る。 この2つ の設問 に関 しては,そ れ
ぞれ に独立 した意 味を もって いるとして も,両
者 を総合 した観点か らは,少 な くとも,こ の第
5次調査 の対象者 であ る柏野学区の住民 の意識
の中で は,「ニ ュース」 のNHK,厂 娯楽番組」
の民放 とい う見方 が形成 されてい ると考 えて も
よいだろ う。
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この設問につ いては,第2次 調査 で も 「ニュ
ース」 の場 合,「娯楽番組」 の場 合を問わず 上
に述べ た傾向 は共通 してい る。 た だ し,「ニ ュ
ース」 の場合 につ いて両者で相違 す る点 につい
て述べ れ ば,第5次 調 査 で は 「ニ ュース」 の
〈NHK総 合〉が,第2次 調査 よ りほぼ18%,ま
た〈特 にない〉も5.2%低下 して いることを挙 げ
ることがで きる。 ま た,「娯楽番組」 の場合 に
ついて も,全 体 として分散 していることは同 じ
であ るが,こ こで も第2次 調査 で第1位 で あっ
た〈NHK総 合〉の回答率 が6.7%,〈特にない〉
が20%低下 してい るところに相違が み られ る。
民間放送局間の選好については,〈読売 テ レビ〉
が他局 よ り低い ことでは両調査 とも変 わ りない
が,回 答者の最 も多い局 とい うことでは柏野学
区の く関西 テレビ〉に対 して西陣学区 の 〈朝日テ
レビ〉と変化 してい ることも大 きな 相違 ではな
いだろ うか。
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次 に,「ニ ュース」 を よく見 る局に ついて男
吼女 それぞれ のカテゴ リー別 にみ ると男性の回
答 では〈NHK総 合〉が53.1%で最 も多い ことに
は変 わ りがないが,こ こで は,〈関西 テ レビ〉が
7.5%で第2位 になったため〈朝 日テ レビ〉(5.7
%)は第3位 にな り,以 下く毎 日テ レビ〉(4.5%)
第4位,〈 読売 テ レビ〉(4.2%)第5位とな って,
単純集計の結果 とは異 な ることになっている。
それ に,男 性 の 場合,〈KBS京 都〉は1.2%
で,そ の単純集 計の値 よ りも0.2%高 くなって
い るが,〈テ レビ大阪〉については0.0%と なっ
てい るところに特徴が みられ る。
他方,女 性の場 合 も,〈NHK総 合〉が第1位
で〈朝 日テ レビ〉が第2位 である とい う順序 では
単純集計 の結果 と変 わ りはないが,前 者は53.4
%で 男性 よ り0.3%上昇 してお り,ま た後 者で
も8.0%で男性 よ り2.3%も多 くなってい るの
が大 きな変化 といえよう。 ま た,女 性では 〈毎
日テ レビ〉が7.7%で 男性 よ り3.2%高いが,
逆 に〈関西 テレビ〉では4.2%で男性 よ り3.3%
も低下 し,〈読 売テ レビ〉では4.2%で男性 と全
く同 じで あ る。民放U局 についてその結果 だけ
を示 せば,女 性 の場合,〈KBS京 都〉で0.9%,
〈テ レビ大阪〉では0.2%の回答が あるものの,
おおむね単 純集計 の結果 と大 きく異 な ることは
ない。全 体 として,男 性,女 性共 に 〈NHK総
合〉に集 中 して,民 放V局 の局選好 と大 きな対
比 を示 してい るが,民 放V局 間 の局選好に は,
男性 と女性 とではかな りの差が あって,い わば
性差 による好みがでてい るよ うに思 われ る。
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さて他方,「娯楽番組」を よく見 る局の結果
については,選好する局の順位とい う点で男性
と女性 とでは,か なりの相違がみられる。先に
述べたように,単純集計ではく関西テレビ〉が第
1であったが,性 別では,〈関西テレビ〉が第1
位であるのは,男性のみであって,女 性では第
3位にす ぎない。それのみならず,男 性 と女性
では全体的にその順位にかな りの相違がみられ
る。まず男性の場合,〈NHK教育〉を除 くV局
の順位について示せば,〈関西テレビ〉(20.9%)
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が第1位 で あることは 上 に触 れ た通 りで ある
が,以 下,第2位 は〈朝 日テ レビ〉(13.7%),第
3位 は く読売 テ レビ〉(10.1%),第4位は〈毎 日
テ レビ〉(9.9%),第5位は 〈NHK総 合〉(6.9
%)となってい る。他方,女性ではその順位が大
幅 に変化 し,第1位 は〈毎 日テ レビ〉(19.0%),
第2位 は〈朝 日テ レビ〉(15.5%)で,以下第3位
に〈関西 テ レビ〉(15.0%),第4位に<NHK総
合〉(9.8%),第5位に 〈読売 テ レビ〉(8.4%)が
きている。
U局 に関 しては,男 ・女 とも〈テ レビ大阪〉を
選択 した者 はないが,〈KBS京 都〉につ いて は
男性が3.9%あ るのに対 して,女 性で は0.5%
で あって その比 は8対1も 開 きが あるところに
特徴が ある。
このU局 と〈NHK教 育〉を除いた局について
いえば,「ニ ュース」 をよ く見 る局の〈NHK総
合〉へ の選択 の集中 に対 して,「娯楽番組」 をよ
く見 る局については,全 体 的に男女共相対的に
フラッ トで,そ れ ぞれ に分散 しているところに
特徴 がみ られ る。 これ については,〈特 にない〉
と回答 した ものの比率が14.8%と高 く,「ニ ュ
ース」 の場合 に比 してほぼ2倍 に達 してい るこ
ととも考 え合 わせれ ば,「娯楽番組」 に対 す る
局選好についてはいわば 「ひい き」 の局は ある
に して も相対的な もので あって,そ の時 々 の
「番組」 の内容 に応 じて変化 す るもので あると
み ることがで きよ う。 つ ま り,「娯楽番組」 と
い った種 類のメ ッセージに関 しては,局 の編成
方針 や番組 の種類 の多様 さや範囲 の広 さな どさ
ま ざまな側面 を考慮 す る必要が あ るので一概 に
い えない として も,そ の選択 に関 しては住 民 な
い し視聴者個 々人の嗜好 つま り先有傾向が よ り
直 接的に作用 す るものであ ると考 えることがで
きよ う14)。
e.番 組 選 好
さて,テ レビに関す る最後 の設 問 〈問17一へ〉
は,回 答者 が よく視聴 してい る番組 の種類 す
なわち番組種 の選好 についての もので ある。 こ
の設問の選択肢 であ るテ レビ番組 の種類 ない し
内容の分類については,そ れが多様で あるた め
提示 された ものが妥当であ るか どうかは検討 を
要す るところであ る。 とはい え,正 確 さを期す
ためにあま りに も煩雑 になっては回答 が困難に
な るであろ うし,こ の種の調査 の範囲 を越 える
ことに もな るので,こ こで は どりあえず 〈ドラ
マ番組〉か ら〈その他〉にいた る16の項 目として
提示す るにとどめてい る。
まず,単 純集計 の結果 によって,回 答の全体
的傾向 を眺め ることにすれ ば,こ の16の選択肢
のなかで 最 も多 く選択 され ている番 組 の種類
は,〈 ドラマ番組〉で47.6%に達 してい る。 それ
に次 ぐのは〈ニュース ・ニュース解説〉の35.2%
で あるが,第3位 のくスポーツ番組〉(34.7%)と
は1%以 内の差 しか ない。以上はいず れ も回答
者 の30%以上 の選択が あった ものであ るが,20
%台 の選択 の あ るものは2種 類で,〈 クイズ番
組〉が25.2%,〈お笑 い番組〉が21.3%で第4位,
第5位 となってい る。続 いて10%台の番組種 を
みれ ば,19.8%の〈ドキ ュメン タリー 番 組〉,
13.9%の〈民謡 ・歌謡番組〉,18.2%の〈スペシ
ャル ・特集番組〉,13.9%のく劇場用映画〉,12.7
%の く天気予報〉が あ る。 以下は,<婦 人 ・料理
番組>9.6%,〈ワイ ド・モーニ ング番組>9.2%,
<劇場 中継>6.4%,<まんが ・アニメ番組>5.5%
で あるが,〈教育番組〉とくその他〉は1%台 にす
ぎない。
この番組選好 に対す る第2次 調査 の結果 は,
〈ドラマ番組〉,〈ニ ュース ・ニュース解説〉,〈ス
ポーツ番組〉,〈クイズ番組〉の順 で 第4位 まで
は第5次 調査 と同じで ある。 それ以下 では,第
2次調査で第5位 の〈ドキ ュメン タリー番組〉が
第5次 調査では第6位 にな り,そ れ と入れ替わ
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って第5位 には〈お笑 い番組〉が きてい るところ
に相違が あ る。 さらに,そ れ以下 では 〈民謡 ・
歌謡番組〉,〈スペ シ ャル ・特集番組〉,〈劇場用
映画〉まで は両者の順 位は 同 じであ るが,さ ら
に下位 にな るとその順位に変 動がみ られ る。 こ
れ を見 る限 り,両 者 を通 じておおむねその番組
選好順位 に共通性が みられ るが,第2次 調査で
14.3%しか回答 のなか った〈お笑 い番組〉が第5
次調査 では21.3%と増加 してい ることが大 きな
相違で あ る。
次 に,性 別 クロスの結果か らまず男性の結果
をみ ることにす るが,こ の設問で は選択肢の数
が多 いので ここで も30%以上 の回答が あ る項 目
のみを挙 げ ることにすれ ば,第1位 が くスポー
ツ番組〉の54.3%,その次が〈ニ ュース ・ニ ュー
ス解説〉の41.8%,<ドラマ番組>35.5%の3種
であって,単 純集計 の場合 に比べ ると完全 にそ
の順位 が上下入 れ替わってい ることが わか る。
同 じ く,女 性の場合 をみれ ば,第1位 はその回
答 率が57.6%に達す る〈ドラマ番組 〉にな り,そ
れに次 ぐのは〈ニ ュース ・ニュース解説>30.4%
で あるが,30%を 越 えるものは この2種 しかな
い。つ ま り,男 ・女全体の集計 で〈ドラマ番組〉
が第1位 で あったのは,単 純集計 の値 を10%も
上回 る女性 の選択が大 き く寄与 していた といえ
るで あろ う。第5次 調 査 で は,男 ・女 と もに
〈ニ ュース ・ニ ュース解説〉が第2位 に きてい る
ところに大 きな特徴が あるとい えるで あろう。
ちなみに女性 の第3位 は,〈クイズ番組〉で その
回答率 は27.4%である。逆 に,全 体 の集 計で,
〈スポー ツ番組〉が第3位 を占 めてい るの は,そ
れ らの番組 に対 す る男性 の選択が大 き く寄与 し
てい るか らとい って もよいで あろ う。
第2次 調査 の男 ・女別番組選好 につ いて第3
位 までを示せば,男 性 が 〈スポーツ番組〉,〈ニ
ュース ・ニュー ス解説〉,〈ドラマ番組〉の順 で,
女 性は 〈ドラマ番組〉,〈クイズ番組〉,〈民謡 ・
歌謡番 組〉であって,男 性で は第5次 調査 と全
く同 じで あることが分か る。 女 性 に つ い て は
〈ドラマ番組〉が第1位 であ ることには変化 がな
いが,第2次 調査で 第4位 で あった 〈ニ ュース
・ニュース解説〉が第5次 調査で 第2位 に上昇
したた め〈クイズ番組〉が低下 す る結果 になって
い る。 この変化 には 近年の 民 間 放 送 にお ける
「報道番組」 の増加が大 きく作用 してい るよ う
に思 われ る。
〈スポ`.ツ番組〉と〈ドラマ番組〉とは,そ れ ぞ
れ50%以上の男性,女 性が選好す る2大 番組種
とい えるが,そ れぞれの番組 に対 して選択者 の
少 ない方の性が どの程度 の選好 を示 しているか
とい う点 をみ ると,前 者 に対 して女性 は19.9%
しかな く,全 選択肢 中第6位 でか な り下位 に位
置 してい る。後者,つ ま り〈ドラマ番組〉に対 し
ては男性は35.5%のものが選好 を示 し,そ の全
選択肢中の順 位 も第3位 で あるこ とを考 えれ
ば,男 性 の場合 は,女 性が〈スポーツ番組〉に対
す る場合 ほどには,そ れを避 けてい るよ うには
み えない。
さらに,第4位 以下に選択 され た主要 な番組
をその回答率 の多い ものか ら順 に列記 すれ ば,
男性で は くクイズ番組〉とくスペシ ャル ・特集番
組〉が22.7%の同率で第4位,さ らにまたくお笑
い番組〉と〈ドキュメンタリー番組〉も22.1%の
同 率 で 第6位,第8位 が 〈劇場用映画〉の17.6
%,第9位 がく民謡 ・歌謡番組〉の14.3%,第10
位がく天気予報〉の12.5%などとな る。 これ に対
して女性 の場合 につ いて同 じ く第4位 以下 を回
答率 の多 い ものか ら順 に列記 すれ ば,〈民謡 ・
歌謡番組〉(22.7%),〈お笑い番組〉(20.8%)の
2種が20%以 上の番組種 になるが,以 下,〈 ス
ポーツ番組〉(19.9%),〈ドキ ュメ ン タ リー番
組〉(17.8%),〈婦人 ・料理番組〉(16.2%),〈ス
ペ シ ャル ・特集番組>15.0%,〈ワイ ド・モーニ
ング番組>14,3%,<天気予報>13.1%,〈劇場用
映画>11.2%などとなっている。
これを さらに,そ れ ぞれの番組種別に,男 ・
女 間で その回答率の差 の大 小 を算 出 してみ る
と,男 性 ・女 性 それぞれ にお ける番組選好 の種
類 とその強 弱 を明 らかにす るこ とがで きる。 つ
ま り,そ の差 が大 きけれ ば大 きいほ ど片方 の性
の ある番組種 に対 す る選好 の度合 も大 きく,ま
た逆 に,そ の差が小 さけれ ば小 さいほ どその番
組種 に対す る選好の性差が少 ない,す なわ ち,
両性が共通 して選好す る番組種 でああ るとい う
ことになる。
これ を整理 した結果 を次 に示すが,そ れ ぞれ
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の番組種 の後 にある数 値は,男 ・女 間の回答率
の差 であ る。 まず,男 性 の場合 について,そ の
差 が大 きい番組種か ら挙 げれ ば,〈 スポーツ番
組〉(34.4%),〈ニ ュース ・ニ ュース解説〉(11.4
%),〈スペシ ャル ・特集番組〉(7.7%),〈劇場
用映画〉(6.4%),〈ドキ ュメン タリー番組〉(4,3
%)な どが主 な ものであ る。 他方,女 性 の場合
につ いて も同様 に して,そ の差 の大 きい ものか
ら示せば,〈 ドラマ番組〉(22.1%),〈婦人 ・料
理番組〉(14.7%),〈ワイ ド・モーニング番 組〉
(11.3%),〈民謡 ・歌謡番組〉(8.4%),〈劇場 中
継〉(5.4%),〈クイズ番組〉(4.7%)など とな
る。
これ はや は り,性 差 に よってかな り番組種 の
選好 に相違が あることを示す ものであ る。 ただ
し,こ のよ うな選好の相違 には,先 に触れ た性
別 による在宅時間の一般 的な相違が反映 してい
ること も考 えられ る。 つま り,一 般 に在宅時閻
が長いのは女性 であ るが,そ うで あれ ば男性 に
比べてその選好 の幅が多様 にな ることか ら,そ
の番組種 の選好 に も相違 がでて くるとい うこと
であ る。 とはいえ,番 組編成 はこ うした人々の
1日の生活時間配分や視 聴者の セグメンテーシ
ョンを配慮 して配 置 され ていることを考慮 すれ
ば,両 性 で大 きく相違す る番組種のなかに も両
者が共通 に在宅 してい る時間帯,す なわ ち主 と
して夜 問に提供 されてい る ものが多いのであ る
か ら,単 に在宅時間の長 短のみではな く,社 会
的 な性別役割 の規 定に よる もの も含 めて,む し
ろ両性 にお けるなん らかの番組選 好の相違,つ
ま り,あ る種 の先有傾 向 による相違が あ るとみ
るほ うが よいで あろ う13)。
(3)チラシの利用状況
続 いて報告す るのは,通 常,全 国紙,地 方紙
を問 わず一般に供給 されてい るマス ・メデ ィア
としての新 聞 と共 に購読者 の家 庭に配布 され る
折 り込み広告,つ ま りチ ラシ と俗称 され るメデ
ィアの利用 についての結果 であ る。 ここで改 め
て言及 してお きたいのは,両 者 は同時 に家庭に
配達 され,い わば共棲関係 にあ るとはい え,あ
くまで異 な るメデ ィアで あ る とい うこ とで あ
る。 い うまで もな く,前 者 はその発行部数 も膨
大 で その読者 も広範 な地域 に散在す る不特定多
数 で あるのに対 して,マ通常,後 者の受 け手 は購
読 す る新 聞に依存す るとはいえ,特 定 の地域的
範域 と そこに 居住 す る購読者 に 限 定 され て い
る。換言 すれば,チ ラシはその コ ミュニケーシ
ョンの規模 とい う点で はマス ・メデ ィア とパー
ソナル ・メデ ィアの中聞に位置 す る,い わゆる
「ミニコ ミ」 などと共 に中規模 のメデ ィァに入
るとみな してもよいであろ う。 さらに,こ の メ
デ ィアについては,そ の メッセージが商品やサ
ービスの広告 やその他 の案内 などに特化 されて
い るとい うことと共 に,そ れがまた配 布地域 と
なん らかの関 わ りが あることに も大 きな特徴 が
見 られ る。 また,こ のチ ラシの場合,そ の送 り
手 がチ ラシを配布す る地域 内あ るいはその近辺
に所在 し,ま た,そ の地域 となん らか の関係 の
あ ることが多い とい う点 で も特色が見 られ る。
この意味では,そ れ はまさに地域 に密着 した ロ
ー カル ・メデ ィア と呼 ぶに相応 しい メデ ィアで
あるとい うことがで きる。
したがって,そ れは この種 の特定地域 とその
住民 を対象 とす る調査に とって も,い わばそれ
に内在 するタイ フ゜の コ ミュニケーシ ョン として
注 目すべ き研究対象であ ると考 え られ るが,こ
れ まではやや もすれば看過 されて きた きらいが
あるのは残念な ことであ る。 とはいえ,こ こで
チラシに関す る設 問を設 けて検討す るの は,住
民 の情報行動 とい う観点か らす る もので あ り,
しか もその ごく一部 であるにす ぎない とい うこ、
とを付言 しておかね ばならない。
ところで,こ の チラシ とい う メデ ィア の場
合,新 聞の定期購読者 にとってその新 聞(本紙)
自体 はまさに自 らが読 むために購読 してい るの
で あるが,チ ラシは彼 らの意志 に関わ らず配布
され る ものであ るか ら,そ の扱いは購読者 の自
由 に委ね られ ることになる。 そこで,購 読者 の
中 には,そ れを余分 な もの として廃棄す る者 も
あれば,丹 念 に目を通す人 もあ り,ま た買 い物
などに利用 す る場合 もある。 利 用 す る場 合 で
も,特 定の商品やサ ービス あるいは案内 しか利
用 しない人 もあれ ば,保 存 して様 々な方面に活
用 す る者 まで多様な利用 の形態が あ りうること
に なろ う。
と りあえず,こ の よ うな観点か ら,そ うした
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側面 に限 ってチラシをめ ぐる人 々の情報行動 を
捉 えよ うとす るのが く問16>の主 た る関 心 で あ
る。 この意味 で く問16>では,〈問16一イ〉でチ ラ
シを読 み ・利用 す る程度 を,ま た〈問16-p>で
は,こ れまでにチ ラシを利用 した人 に対 して,
その種類 ・内容 について問 うている。
a.チ ラシを読む程度
〈問16>の結果 を見 るに当たっては,幾 つか述
べ ておかねばな らない。 まず,チ ラシに関 して
はそれを読 むに しろ利用 す るにせ よ,チ ラシを
折 り込んでい る新聞を購読 してい ることが その
条件 にな る。 ここで い うチラシは通常 〈問15一
イ〉で述べ た特殊紙 の グループに属す る新 聞で
は配 布 され ることはほ とん どないか ら,本 来 い
ずれかの 特殊紙 の み しか 購読 して いない者 は
〈非該 当〉として除外 しな ければな らない。実 際
には,特 殊紙 しか購読 していない者 の確認作業
が行 われ ていないので その分離 はで きないが,
有効 回答者769名の うち,少 な くと も17名は購
読紙 な しで あ ることがわか ってい る。
さて,チ ラシを読 むあるい は利用す る程度に
関 しては,ま ず,そ の回答者 をチ ラシを 「見 る
もの」 と 「見 ない もの」 とに分離 してみれば,
後者 が8.0%で あ るのに対 して前者 は89.5%に
な る。 つま り,そ の両者 を合計 した百分率でい
えば,後 者 すなわちその程度 に関わ らず,と に
か くチ ラシを 見 る者 が91.8%を占 める こ とに
な り,そ の率 はかな り高 い と言 って もよいで あ
ろ う。
しか し,上 の 「見 るもの」 に関 して言 えば,
〈見 るだ け〉と回答 してい る者 と 〈見 て利用 して
い る〉とに分かれ るが,前 者については41.1%,
後者 につ いては48.4%とい う数字 にな る。 つま
り,今 度 はこの両者 を 合計 した 百 分 率 で 言 え
ば,チ ラシをく見 るだけ〉の者 は45.9%であ るの
に対 してそれ を〈見 て利用 している〉者 は54.1%
とな り,利 用 している者のほ うが8.2%多 い こ
とになる。 つ ま り,新 聞 を購 読 してい る者 の
91.8%がチラシに目を通 し,さ らに その54.1%
が それ を実際 に利用 してい るとい う意 味で,こ
の ローカル ・メデ ィアとしてのチ ラシの利用率
はか な り高 い といわね ばならない。
これを さらに性別 カテゴ リー に即 して眺めれ
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ば,〈ま った く見 ない〉としてい るのは,男 性で
は12.2%であ るのに対 して女性 では4.8%にす
ぎず,男 女間で は2.5倍以上 の差 があ ることに
な る。逆 に,見 て ・利用す る場合 に関 して言 え
ば,男 性 は 〈見 る〉者 と〈利用す る〉者 との比 が
51.1%対35.3%であるのに対 して,女 性 では そ
の比 が33.0%対59.3%と全 く逆転 してお り,こ
こには有意 な差 があるよ うに思われ る。
このチ ラシを読 む程度 について は,第2次 調
査 ではそれを読 む程度 と利用す る程度 を分 けて
聞いてお り,第5次 調査 とは設問が異 なってい
るので直接 比較す ることはで きない。参考 のた
め第2次 調査 でのチラシを読 む程度 につ いてい
えば,〈まった く読 まない〉者 とその程度 によ ら
ず〈読 む〉者 とに分けれ ば,前 者が12.6%,後者
で87.4%となってい るのに対 して,第5次 調
査で 「見 ない もの」 と 「見 るもの」が8.2%と
91.8%とで あった ことと比べ ると,柏 野学 区で
は西陣学区 よ りチラシを 「見 るもの」 の割合が
少 し多 い とい うことが分か る。 男 ・女 別では,
男性 に比べ て女性 のほ うがチ ラシ をよ く読 み,
利用 している とい う傾向がみ られ るが,こ れ は
第2次 調査 で も第5次 調査で も全 く同 じで あ
る。
b.利 用す るチラシの内容
〈問16一ロ〉は,上 の〈問16一イ〉でチ ラシを利用
してい ると答 えた者が利用 して いるチ ラシの種
類 ・内容 を明かに しよ うとした もので あ る。
この回答結果 か ら,対 象者が利用 した こ との
多 いチラシの種類 ・内容 についてみれば,最 も
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多 いのが 〈食料晶〉の86,3%,そ れに次 ぐのが
〈衣料品>67.3%で,以下〈台所用晶 ・家具>33.0
%,〈家庭電化製品>20.1%,〈各種催 し物 ・行
事 など>15.7%などとなってい る。 それ以下 は
すべ て10%以下 であ るが,そ の うち5%以 上 の
もの は,〈趣味 ・娯楽用晶>9.3%,〈スポーツ ・
レジ ャー用 品>7.7%の2つ であ る。 続 い て,
〈履 き物 ・袋物>4.4%,〈不動産 ・住宅>4.1%,
〈求人 ・求職>4.1%が4%台 で,残 りは〈自動
車 ・二輪車>3.6%,<塾 ・講座>1.9%,<その
他/1.6%,〈装身具 ・貴金属>1.4%,〈投資 ・
金融>0.8%の順 になっている。
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さらに,第5次 調査におけるチラシの利用に
ついて男 ・女別のクロス集計 の結果 を眺めれ
ば,全体 としては単純集計の結果と大 さな変動
はないものの,それ とは異なるパターンも現れ
ている。例 えば,女性では第3位 までは上に示
した順位 と変わらないが,第4位 は 〈家庭電化
製品〉ではなく<各種催し物 ・行事など〉がきて
いるし,男性では第3位 に〈家庭電化製品〉,第
4位は〈台所用品 ・家具〉,〈趣味 ・娯楽用品〉,
〈スポーツ ・レジャー用品〉,〈各種催 し物 ・行
事など〉がすべて17.2%で同順位になってお り,
かな りの相違を示 している。
この設問については,第2次 調査において も
データがあるが,い ずれの場合 も第1位 から第
3位までの項目とその順位は〈食料晶〉,〈衣料
晶〉,〈台所用品 ・家具〉の順で第5次 調査 と変
化がないし,また,いずれ も〈家庭電化製晶〉が
第4位 であることにも変わりがない。 その く食
料 品〉,〈衣料晶 ・家具〉については,い ずれの
調査 において も女性の回答率が男性 のそれ を上
回 ってい るのであるが,そ の差 は第2次 調査で
は16.7%,8.7%,14.9%であるのに対 して,
第5次 調査 では17.8%,16.6%,23.1%で,特
に〈衣料晶〉と〈台所用 晶 ・家具〉に対す る男 ・女
の回答率の差 が拡大 してい るところに特徴 があ
る。
これ らの調査 に よって チ ラシ の 利用 に関 し
ては,お お よそ上のよ うな傾 向のあることが明
か になったが,こ の解釈 に際 して指摘 しておか
ね ばな らないのは,そ の利用率 と配布回数 には
相 関が あるか もしれない とい うことである。つ
ま り,そ の結果 を直 ちに住 民の情報需要 を直接
表現 した もの と捉 えることには多少 問題が ある
のではないか とい うことで ある。 これを明 らか
にす るには,配 布 され るチ ラシの種類 とその頻
度 を調べ るな ど他 の調査が必要にな るが,と り
あえず ここではその ことを指摘す るに とどめて
おか ぎるをえない。
(4)電話の利用状況
電話 はコ ミュニケーシ ョン論 の観点か ら見れ
ば,パ ーソナル ・アデ ィアである と共 に,他 の
メデ ィアとは異 な って,誰 もが随時双方 向の コ
ミュニケーシ ョンを行 な うことが で きるとごろ
に大 きな特徴が見 られ る。 また,今 日で はそれ
が特 にその利用 に関 して地域 的範囲 とい う点で
の制限を受 けないとい うことも大 きな特徴 とし
て指摘 す ることがで きる。電 話 とい うメデ ィア
は,こ うした独 自の特徴 が あるうえに,す で に
わが国では人 口100人当 り53台の普及 を示 し,
家庭で手軽 に利用 され るよ うにな ってい る15)。
それ に も関わ らず,先 に見 たチ ラシの場合 と同
様,電 話 はコ ミュニケーシ ョン研究の上 ではい
わばマイナーな メデ ィア としてこれ までほ とん
ど検討 されて こなか った し,特 に住民の情報行
動 といった観点か らはそ うであ るといえよ う。
とはいえ,こ こで実施 した ことも,そ の一部 に
ついての初歩的 な把握 を試み ようとした もので
あるにす ぎないことを付言 しておかね ばならな
い。
そこでまず,設 問 としては電話の利用 に関す
る最 も基本的な項 目 として,対 象者 の世帯 ない
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し家庭における電話の有無を問う〈問18一イ〉を
手始めに,電話をかける回数,そ の相手 との関
係,そ れに相手の居住地について問 うている。
ただし,電話の使用については,送 り手 もしく
は受け手としての利用がありうるので,後 者の
3設問に関しては,それぞれ対象者が電話をか
ける場合と対象者に電話がかかってくる場合と
に分 けて問 うている。
a.電話の有無
まず,電 話の有無については,こ こでは 〈あ
る〉と答えた者が97.1%で,くない〉者は1.4%で
あるが,第2次 調査では後者が3.4%であった
ことに比較すれば,柏野学区のほうが電話設置
世帯がやや多いことが分かる。
この電話の有無については,先 の定期購読紙
と同じく,一般にその設置は現在のところ世帯
ないし家庭単位で行われているか ら,それを個
人の情報行動とい うレベルでのみ見ることはで
きない側面があるだろう。その意味で,こ の設
問に関しては男 ・女別 クロス集計の結果はあま
り有意義な情報 をもたらす ものとは思われない
ので省略することにする。ただ,ク ロス集計の
結果全体をみれば,電 話 を設置 していないの
は,新 聞の購読の場合 と同じく<単身〉で〈収入〉
が低い,〈学生〉や〈高齢者〉に集中しているよう
に思われる。第2次 調査では電話の〈ない〉者が
3.4%で柏野学区よりその割合が高 くなってい
た。
しかし,電話の設置を世帯ないし家族の集合
的な情報行動 とし,それに最 も関連すると思わ
れ る変数である 「家族構成」の場合について眺
めれば,電話が 〈自宅にある〉者は 〈単身〉では
82.9%にす ぎないのに対して,〈夫婦のみ〉ある
いは〈夫婦と未婚子〉では,そ れぞれ96.0%,
99.3%,さらに 〈親子夫婦 と未婚子〉では100.0
%に達 している。つま り,世帯ないし家族の人
数が増加すれば電話の設置率が上昇するという
傾向を看取す ることが で きるとい うことで あ
る。しかし,これについては世帯ないし家族の
人数が増加すれば,全 体として収入が増加する
からであると考 えることもできるし,成員が増
加すればその人間関係 も増えるから外部 とのコ
ミュニケーシ ョンを処理するのに便利な電話の
必 要性が高 ま るか らであると考 えることもで き
るとい うことを付言 してお きたい。
b.電 話の利用回数
この後 の設 問を含 めて電話の 利 用 に つ い て
は,基 本 的には通常 の家庭 にお ける仕事以外 の
利用 を念頭 においてお り,ま た,電 話 とい うメ
デ ィアはその利用者が送 り手に も受 け手 に もな
りうるとい うことか ら,多 少煩雑 ではあ るが そ
れを 「かけ る場合」 と 「かか って くる場合」 に
分 けて設 問 している。 〈問18一ロ〉は,特 に電話
を利用 す る回数 につ いて問 うた ものであ るが,
その回数 については,ど の よ うな尺度 でそれを
測定 す るのが適切で あるのか とい う問題 があ る
が,そ れ については標準的な測定尺度が ないの
で,こ こでは暫定的 に 「1日」 を基本的単位 に
してその回数 を聞 くことに した。 ただ し,対 象
者 によってはそれ以下の利用 回数 しかない場合
もあ りうるので,そ れ よ り粗 い 「週」 を単位 に
した選択肢 を加 えている16)。また,電 話 の利用
については,こ の調査の性格 と関わ る地域 的 コ
ミュニケーシ ョン とい う観 点 か ら,「どこ」 の
「誰」 とい う側面 を明 らかにす るため,後 者 に
ついては対象者 との関係 を,ま た前者 について
はその相手 の居住地 をそれぞれ カテ ゴライズす
ることによって選択肢 を提示 し,把 握 す る方法
を とってい る。特 に前者については,生 活 の地
域的範域 あ るいは行政的区画 を理念 的に は対象
者 の自宅 を中心 とした同心 円状 の配置 として設
定 した ところに特色が あるとい える。
まず,〈'=ロ ー1冫に対す る単純集計 に よっ
て,電 話 の利用回数 について,対 象者 か ら 厂か
け る場合」 につ いて,そ の結果 を見 ることに し
よ う。最初 の電話利用回数 に つ い て の 回 答 で
は,最 も多 いのが〈週 に数回〉の62.0%で,その
大半 を占めている。 それ よ り回数 が多 くなるに
従 って 〈日に1～5回 〉(23.8%),〈日に5～10
回〉(2.9%)と少 な くなるが,〈日に10回以上〉で
はわずか に0.9%しかない。 これに対 して,電
話が 「かか って くる場合」 を見 ると,そ の回数
で はや は り〈週 に数回〉が52.8%で最 も多 いが,
「か ける場合」 よ り9.2%低下 してお り,そ の
分〈日に1～5回 〉で16.9%,〈日に5～10回 〉で
も4.9%,さ らに〈日に10回以上〉も2.1%と そ
.!
れそれその割合が増加 している17)。
これを全体 としてみれば,「かかって くる場
合」のほ うが 「かける場合」よりその回数の多
いほうに回答が多 くなっていることか らす れ
ば,柏野学区住民に関する限 り,発信より受信
する回数のほ うが多いと考えてもよいだろう。
これは第2次 調査でも同様に見 られたことであ
る。
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さらに,電 話 をか け る回数について男 ・女 別
クロスの結果 をみれ ば,厂 かける場合」 にせ よ
「かか って くる場合」 にせ よ,〈週 に数回〉が第
1位であ り,そ の回数が増加す るに従 って回答
者が減少す ることには変 わ りが な い。 た だ,
「かけ る場合」 においては,〈週 に数回〉と 〈日
に1～5回 〉との比 を 取れば,男 性が2.0倍で
あ るのに対 して,女 性 では約3.3倍になってお
り,また 「かかって くる場合」で も男性が1.7倍,
女性が2.2倍に なってい る。つ ま り,そ れぞれ
の性 のなかでは,男 性 に比べ て女性のほ うが回
数 の少 ない者 の割合 が多 い とい うことであ る。
さらに,全 体 として も女性 は男性 に比べて 〈週
に数 回〉が 「かけ る場合」で9%,「 かかって く
る場合」 で8%も 多 くなって いるのであ る。つ
ま り,こ の結果 をみ る限 り,柏 野学 区では対象
者の半数 以上 が〈週 に数 回〉程度 しか電話 をかけ
ていない とい うことであ るが,い ずれか とい え
ば女性 よ り男性の方 が電話 をか ける回数 の多い
ひとが多い とい うことは言 えそ うで ある。
c.相 手 との関係
〈問18一ロー2>および〈問18-p-3>は同 じ く電
話 の発信お よび受信に関 して もっ とも多い相手
との関係 とその居住地について問 うた もので あ
る。
まず,そ の相手 との関係については,個 々に
は多様 な種類が あ りうるだろ うが,こ こで は一
応〈家族 ・親戚〉,〈友 人 ・知人〉,〈仕事関係 の
人〉,〈その他〉とい う4つ の選択肢 に カテゴラ
イズ して提示 してい る。 この 設問で も,「か け
る場合」 と 「かか って くる場合」 に分 けて問 う
てい るが,ま ず,「かけ る場合」 につ いて み れ
ば〈友人 ・知人〉が35.1%と最 も多 く,そ れ に次
ぐのが 〈家族 ・親戚〉の34.6%で,〈仕事 関係 の
人〉が19.6%,〈その他〉は1.4%であ る。 さら
に 「かかって くる場合」 に つい て も,〈友 人 ・
知人〉が35.6%と最 も多 く,第2位 以下 も その
順位は〈家族 ・親戚〉(£0.7%),〈仕事関係 の人〉
(21.3%),〈その他〉(2.3%)と変化が ない。 と
はいえ,多 少 と も詳 細にみれ ば,「かけ る:場合」
も 「かか って くる場合」 も〈友人 ・知人〉が共に
35%台で最 も多 くなってい る点 では同 じで ある
が,第2位 の〈家族 ・親戚〉に関 しては,か ける
場合 のほ うが4%程 度 多 く,そ の 逆に 〈仕事関
係 の人〉ではかかって くる場合のほ うが やや 多
くなってお り,発 信 と受信ではそのパターンが
異 なってい ることが わか る。
この相手 との関係 にお ける選択の順位 に関 し
て第2次 調査 と第5次 調査 を 比較すれば,「 か
「か って くる場合」 については両者 と もその順
位 は同じであ るが,第2次 調査では 「かけ る場
合」 にお いて その順位が 〈家族 ・親戚〉,〈友 人
・知人〉と逆転 してお り,ま た,発 信,受 信 を
問はず,〈仕事 関係 の人〉の比重が高 くなってい
るところに第5次 調査 との相違があ る。
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これを さらに 性別 クnス に よって み れ ば,
「かけ る場合」 の 相 手 と して もっと も多 いの
は,男 性 ではく友人 ・知人〉の38.5%で,それに
次 ぐのが 〈仕事関係 の人>26.3%であって,〈家
族 ・親戚〉は24.2%と低 くなっている。 これに
対 して,女 性 では もっ とも多 い相手が,〈家族 ・
親戚〉の42.9%で第1位,次 いで 〈友人 ・知人〉
が33.0%,〈仕事 関係の人〉では14.5%とかな り
低 くなっている。 ここでは,男 ・女で その順位
が大 きく変化 しているが,そ の差 の最 も大 きい
のはぐ家族 ・親戚〉で,女 性が男性 よ り18.7%も
多 くなってお り,逆 に,〈仕事関係 の人〉につい
ては男性が 女 性 よ り11.8%多くなっていて,
電話 の相手 との関係 については両性でかな り異
な る傾向が ある といえ る18)。
「かかって くる場合」 につ いて も男 ・女 間に
おおよそ伺 様 の 傾向 が み られ るが,男 性 で は
〈友人 ・知人>37.3%がその相手 としては もっと
も多 く,そ れに次 ぐのは〈仕事関係の人〉の25.7
%,も っ とも少 ないのが〈家族 ・親戚〉の24.8%
であ る。他方,女 性 の場合 は,第1位 は〈家族 ・
親戚〉の35,8%であ るが,第2位 の 〈友入 ・知
人〉は34.7%で第1位 との差 は 大 きくな いが,
〈仕事関係の人〉では18.0%に低下 して いる。
「かけ る場合」 にせ よ 「かか って くる場合」
にせよ,こ こで特徴的 なのは男性 と女 性 とで
は,〈友人 ・知人〉は別 として,〈家族 ・親戚〉と
〈仕事関係の人〉の順位 に大 きな相違が あ ること
であ る。 むろん,そ の 相 手 と して は,女 性 で
〈家族 ・親戚〉が,男 性で〈仕事関係の人〉が多 い
のは,両 性 の日常的 な人間関係 のパター ンを投
影 した ものであろ うが,さ らにその背後 には両
性 の有職率 の相違が関与 してい るもの と思 われ
る。 そこで,こ うした傾 向 を検討 す る一 つの試
み として,対 象者の有職率 を見 てみ ることに し
よ う19)。この第5次 調査では,男 性 で職業 をも
つ者 は84.7%であるの に対 して,女 性 では52.9
%で ある18)。したが って,有 職者 の男 ・女比 は
ほぼ1.6対1の 割合にな る。 そ こで 〈仕事 関係
の人〉に対 す る男 ・女問 の回答率 を比較す ると,
「か ける場合」 では1.8対1で あ り,「かかっ
て くる場合」 では ほぼ1.4対1に なってい る。
つ ま り,男 性 は 「かけ る場合」 で1.8倍,「 か
か って くる場合」 で1.4倍も多 く<仕事 関係 の
人〉と電話 のや り取 りを して いることにな る。
他方,ほ とん ど家族親戚 のいない人は いない
わけで あるか ら,男 ・女 同程度 であって よいは
ずで あるのに,〈家族 ・親戚〉に 「か ける場合」
では,女 性 は 男性 よ り1.7倍も多 く,「かか っ
て くる場合」 で も女性 は男性 よ り1.4倍多 くな
っていて,男 性 の〈仕事関係の人〉とほぼ逆 の傾
向 をみ ることが で きる。
d.相 手 の居住地
電話 をかけ ることの多 い相手の居住地 は どの
範 囲になってい るのであろ うか。 この〈問1s一ロ
_3>に対 す る回答 を提示 された選択肢 の順 番 に
従 って示せ ば,最 も狭 い範囲で ある〈学区 内〉に
ついては6.5%と多 くないが,〈上 ・北区 内〉に
な ると22.2%と増加 し,〈市内〉では43.7%と最
も多 くな る。 しか し,そ れ を越 える〈府下〉で は
一旦5.7%と低下す る ものの,〈他府県〉になる
と再 び11.7%に上昇 して いる。電話をよ くか け
て くる相手 の居住地 につ いて も,〈学区内〉で5.9
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%,、〈北 ・,上京区〉では22.6%,、〈京都市 内>42.9
%と 増加'し,〈京都府下〉で6.1%に減少す る も
のの再 び〈他府県〉で10.7%に増加す るとい うパ
ターンをみせて いる。 これに見 る限 り,そ の相
手 の居住地 につ いて は,「かける場合」で も 「か
かって くる場合」 で も,そ の選択肢 の順位 には
全 く変化が な く,ま たその回答率 についての差
もそれぞれの対応す る選択肢 の間には1%内 外
の相違 しかない ことになる。
第2次 調査 で も,各 選択肢 の回答率 には高低
多少 の相違 はあ るものの,'その順位 には変化が
ない ことか ら考 え ると,こ うした傾 向は少 な く
とも 「西陣」地域 において は,か な り一般 的な
ものであ ると見 な して もよいよ うに思 われ る。
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この設問に対する性別クロス集計の結果のう
ち,「かける場合」については,その順位は男
・女問で全 く変化が な く,ま た その回答率に
ついて も数%程 度の差 しかみられない。 また,
「かかって くる場合」についても,男 ・女間で
その順位は変化 していないが,多 少の差がある
とすれば,「か ける場合」 とは 逆 に女 性 が 〈市
内〉で1%程 度男性 よ り高 くなってい るのに対
して,男 性 では〈上 ・北 区〉と〈府下〉でそれ ぞれ
3.0%,1.8%女性 よ り高 くなってい る程度 であ
る。 ただ し,女 性 に ついては,「かけ る場合」
について も 「かかって くる場合」 について も,
一番近 い〈学区内〉と一番遠 い〈他府県〉ではいず
れ も男性 よ りその回答者の割合が多 くなってい
るところに特 徴 が あ る。 前者 に ついては,女
性 のほ うが 日常 の 行 動 半 径が狭 く,そ の居住
地 に近 い ところで多 くの人間関係 を形成す る,
あ るいは形成 して い るか ら だ と考 え ることが
で きる。 また,後 者 に つ い て は,〈問1>を み
れば,女 性 では 〈近畿圏〉以遠 で 出生 した 者 が
25.0%あるのに対 して,男 性では18.8%しか な
く,こ の出生地 の相違が関係 してい るのか もし
れない。 ただ,全 体 としては,「かけ る場合」
について も 厂かか って くる場合」'について も,
相手の居住地 の選択順位 とその率 には性差 に よ
って それほ ど大 きな差が あるよ うには思 われな
い。
少 な くともメデ ィアと しての観点か ら考 え る
と,電 話 は主 として,余 り近 くで もな く,ま た
余 り遠 くで もない行政区 あるいはそれ を越 える
京都市 内 といった広 さの範囲で もっ とも活用 さ
れ るメデ ィアであ るといって もよいであろ う。
む ろん,こ れ にはコ ミュニケーシ ョンを とろ う
とす る人 々の距離が接近 しておれば,面 会 な ど
の直接的 コ ミュニケーシ ョンが用 いられ るであ
ろ うし,そ の距離が遠 くなればそれに要す る時
間 と費用 とい う観点か ら適切な方法が選択 され
ることにな るとい う一般的 なコ ミュニケーシ ョ
ンの原則 を当てはめ るこ ともで きるであろ う。
その意 味では,こ の設問の結果に見 られ るよ う
に,上 ・北 の行政区 の範域か ら京都市 内程度 で
あれば直接面会 す るよ り時間 もかからない し,
一律の市 内料金 で利用で きるメ リッ トもあるの
で,電 話が最 も利用 しやす い手段 とい うことに
なろ う。
しか し,別 の観点 からすれば,そ のよ うな結
果 を示 して いるのは,こ の学区の住民 について
は,そ の〈友人 ・知人〉で あれ,〈家族 ・親戚〉で
あれ,〈仕事関係 の人〉で あれ,元 来 そのよ うな
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広が りをもって展開していたからだと考えるこ
ともで きる。この柏野学区については,そ こで
出生 し現在 も居住する者は28.7%に達す るけれ
ども,電話の相手は 「かける場合」で も 「かか
ってくる場合」で も〈学区内〉は5～6%程 度に
すぎない。 それに,範 域を広げて〈上 ・北区内〉
で出生 した者(25.9%)を加 えると54.6%に達す
るが,電話の場合ではその範域までを加えて も
28%程度にしかならない。つまり,出生地で生
育すれば必然的にそこでの人間関係が多 くなる
と想定 され るにも関わらず,電 話によるコミュ
ニケーションのネ ットワークは,単純な比較で
はあるが前者で4分 の3,後 者で2分 の1程度
は区域外に展開しているということである。こ
れは従来西陣 とい う地域について言われて きた
学区以下の近隣などの範域における人々の関係
の強 さという定説に疑問を呈す るものであ り,
その住民の人間関係が少なくとも全市的に展開
していることを示 す ものであるように思われ
る。むろん,これは先にも述べたように,行政
区か ら市内 といった範域が電話とい うメデ ィァ
を利用す るのにいわば経済的な範囲であるとい
う条件つきでのことではある。
こうした電話の利用については,今後 さらに
別の側面 も含めて,ま た多様な観点からの検討
を試みることができるであろうし,また必要な
ことでもあると思われ る。それにして も,ここ
で述べたこともその一つの試みにす ぎないが,
それを確かなものとするには,その方法ないし
手続 きについてもさらに検討 す る必要 があろ
う。
(5)情報需要とメディアの利用状況
情報行動に関わる設問の うち最後の項 目〈問
19一イ〉およびぐ問19一ロ〉は,柏野学区に居住す
る調査対象者が その日常生活を遂 行す るなか
で,ど のような種類の情報を必要とし,またそ
れをどのような手段すなわちメディアによって
得ているのか ということを明らかにしようとし
たものである。
そのうち〈問19一イ〉は彼 らが必要 とする知識
や情報について問 うていることは上に述べたと
ころである。しか し,こ ういった知識や情報に
ついてはもともとその種類 といっても多様であ
り,ま た その分類や カテ ゴライズの方法 につ い
て も幾つかの観点 か ら設定す ることが可 能で あ
る。 その意 味では,こ こで提示 した もの につ い
て も検討の余地 がないわけではないが,こ の調
査が地域社 会学 的方 向を もつ もの とい う観点か
ら,と りあ えず ここでは住民 の居住す る地域社
会 に比較的関係す ることか ら,家 庭生活 や個 々
人の興味や関心 に関わ ることまで幅広 く設定 し
ている。 こ うした様 々な種類 の知識や情 報 につ
いては,そ れを比較的固定的 に供給 して い るメ
デ ゴアもあ るし,そ れを得 る人 々にとって もそ
れ を入手す る方 法ない し手段が ある程度決 まっ
ていることも予想 され る。 この意味か ら,〈 問
19一ロ〉で はそ うした様 々な知識 や情報 を入手 す
るに当 たってはどの よ うな メデ ィアが使用 され
ているのか とい うことを明かにす るため,そ の
選択肢 として マス ・メデ ィアか らローカル ・メ
デ ィア,さ らには対人的チ ャンネルなどまで含
めて提示 してい る。
ただし,上 述 した理由か ら本来 この2つ の設
問 は両者の組合せ として把握 すべ きものであ る
が,集 計の技術的問題か ら現在 の ところそれぞ
れ を別個に集計 した結果 しかないので,そ の関
連 について は検討す ることがで きないとい うこ
とを断わ っておかねばな らない。
a.必 要 な情報の種類
さて,〈問19一イ〉では,提 示 した15種類 の選
択肢か ら3つ 選 択す るよ う指示 しているが,そ
の うちまず,回 答者数 の多い上位第5位 までを
示せば,〈学 区 ・町内の行事〉が47.2%で第1
位,そ れに次 ぐのが〈買 い物情報〉の35.4%,第
3位 は〈趣味 ・娯楽 ・旅行 ・余暇〉で30.4%,第
4位 は〈保険 ・医療 ・福祉〉の24.3%,そして第
5位 は〈市 ・府 の施策 や動 き〉の19.9%であ る。
さらに,そ れ以下の もの も示 せば,〈地元 の産
業や その状 況〉が19.5%,〈流行 ・ファッシ ョン
情報>16.6%,〈人生 ・宗教的な こと>11.4%,
〈学校 ・教育>10.5%となって お り,そ の他 は
〈道路 ・交通情報〉の6.9%を始め5%前 後 にと
どまってい る。
これ に加 えて,同 じ く第2次 調査 での結果 を
その順位 に即 して上位第5位 ま どを眺めれ ば,
〈学区 ・町内の行 事〉(76.2%),〈地元 の産業や
一64一
その状況〉(48.2%),〈保険 ・医療 .・福祉〉(29.6
%),〈市 ・府の施策や動 き〉(26.6%),〈土地 ・
家屋 ・不動産〉(23,4%)の順 となっている。 こ
の両者に共通 して,しか も第5位 までに入って
いる情報の種類は,〈学区 ・町内の行事〉,〈保
険 ・医療 ・福祉〉それに〈市 ・府の施策や動 き〉
の3種類である。その うち,、〈学区 ・町内の行
事〉が一連の西陣調査ではいずれも第1位 であ
ることは,注 目すべ きことの一つである。 この
ことから,一応,柏 野学区で もその住民が地域
社会に関わる情報を必要 とする程度が高いとす
ることはで きる。ただし,その解釈 としては,
柏野学区の住民は身近な地域に関す る事柄に大
きな関心を抱いていると見 なす こと もできる
が,逆 に彼 らにとってはその種の情報 もしくは
それを供給する手段が不足 しているか らだと解
することも可能であるということを付言してお
かねばならない。 さらにまた,それを調査技術
論的な意味における初出の効果,あ るいはこの
調査の性格が もつある種の回答誘導効果による
と考えることもで きる20)。したがって,こ こで
はそれをもって直ちに柏野学区や西陣地域では
住民の地域社会に対する関心や関与が高いと敷
衍することは控えてお くべきであろう。
〈保険 ・医療 ・福祉〉については,そ れが直接
自らの健康に関わることであるから,いずれ も
第5位 までに含まれていることは首肯できるこ
とである。〈府 ・市の施策や動 き〉が共通してか
な り上位にきていることについては,対象者の
生活圏とも呼ぶべ きものが現実にそれだけの広
が りをもっているからだと考えておこう。 それ
ら以外の項 目については,両者に特に顕著な類
似性があるようには思われないが,ど ちらかと
いえば第5次 調査では,〈買い物情報〉や 〈趣味
・娯楽 ・旅行 ・余暇〉といったいわば私的な消
費に関わる種類の情報が上位に選択されている
のに対して,第2次 調査では〈地元の産業や そ
の状況〉や 〈土地 ・家屋 ・不動産〉といった生産
に関わる情報あるいは解釈によっては資本に関
わるともよめる情報などが上位にきているとこ
ろにそれぞれの特徴があるといえば言 える。
ところで,こ の情報需要に関しては男 ・女で
どれほどの相違があるのであろうか。 これにつ
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いて男女別 クロス集計 を眺めれ ば,性 差 によっ
てその順 位に か な りの 相 違 の あることが わ か
る。ただ,男 ・女 ともに〈学区 ・町内の行事〉が
第1位 で あることには変 わ りがないが,こ れに
ついては〈女性〉が50.8%,〈男性〉が43.3%で,
女性のほ うが近 隣や地域 に示す関心がやや高 い
ことがわか る。 ところが,第2位 については,
〈男性〉では34.9%で〈趣 味 ・娯楽 ・旅 行 ・余 暇〉
を,ゴ〈女性〉で は46.4%で〈買 い物情報〉を,ま た
第3位 で は前者が28.4%でく地元 の産業や その
状況〉を,後 者 では28.6%で〈保険 ・医療 ・福
祉〉を選択す るとい うよ うに相違 して きてい る。
続いて,第4位 と第5位 を示 せ ば〈男性〉で は
〈市 ・府 の施策や動 き〉(26.3%),〈買 い物情報〉
(21.8%)であ るのに対 して,〈女性〉で はく趣味
・娯楽 ・旅行 ・余暇〉(27.4%),〈流行 ・ファッ
シ ョン情報〉(20.1%)となってお り,第2位 以
下ではかな り性別 による情報需要,つ ま り,あ
る意 味での関心 の相違 をみ ることがで きる。両
者 で第5位 までに入 る選択肢 の種 類は く学区 ・
町内の行事〉以下全部 で7種 類 にな るが,そ れ
らの選択肢 の回答率について男性 よ り女性のほ
うが大 きい もの は,〈買 い物情報〉が24.6%(女
性 〉男性),〈保険 ・医療 ・福祉>9.5%(女性〉
男性),〈流行 ・ファッシ ョン情報>7.6%(女性
〉男性),〈学 区 ・町内の行事>7.5%(女性 〉男
性)の4つ で ある。 その逆 に女性 よ り男性 のほ
うが 大 きい もの は,〈地元 の産業や その状況>
15.5%(男性 〉女性),〈市 ・府 の施 策 や動 き〉
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11.3%(男性 〉女 性),〈趣 味 ・娯楽 ・旅行 ・余
暇>7.5%,(男性 〉女性)の3つ であ る。 その
他の 選択肢 はいずれ も男 ・女 とも15%以下の回
答率 で性別 によ る差 も大 きくないが,た だ 〈道
路 ・交通情報〉と 〈技術 ・資格 をたか め る方法〉
に関 しては,前 者 で10.5%,後者で7.0%と男
性が女性 をか な り上回 っていて,性 差 に よる相
違 を示 している。
この情報需要 に関 しては第2次 調査で も,上
で触 れた項 目の うち 〈技 術 ・資格 を たか める方
法〉を除 いたすべ ての項 目につ いて,男 ・女 の
回答率は,そ の大小 はあ るにせ よ第5次 調査 と
全 く同 じ傾 向にあ ることを指摘 しておかね ばな
らない。
b.必 要 な情報 を得 るメデ ィァ
この設問では,先 に必要 な情報 として選択 し
た3種 類の情報 を入手す るのに使用 す る手段 を
それ ぞれ選択す るよ う指示 してい るので,本 来
この設問 に対す る回答 はそれ とペアをなす情報
の種類 との相関 において 意味 を もつ こ と に な
る。 しか し,現 在の ところそ うした形 での集計
が なされ ていない とい う事情か ら,こ こではそ
の結果 を様 々な情報 を得 るのに用 い られ る手段
の一般的 な傾向 を示す ものとして,そ の結果 を
眺め るに止 めぎ るをえない。
まず,こ の設 問で提示 され た選択肢の うち回
答者数 の多い ものを第5位 までその順位 にした
がって示 せば,〈新聞〉が49.5%で第1位 に あ
り,そ れに次 ぐのが〈回覧板〉の39.9%で,第3
位は 〈テ レビ〉の31.7%,第4位が 〈新 聞のチラ
シ〉で31.1%,第5位 は〈人づ てに聞 く>23.7%
となって いる。 それ以下では,〈雑誌>22.5%,
〈府 ・市 の広報>20.3%,〈ラジオ>8.3%,〈単行
本>6.4%,<その他>6.2%,〈電話>3.5%の順 で
あ る。
やは りこの結果 のみで は,そ の設問の意 味に
沿 って個 々の メデ ィアの位置 を明 らかにす るこ
とはで きないが,そ れで も情報需要の回答 との
対応 を推測で きないわけで はない。例 えば,あ
る意味 では特 殊 なA一 カル ・メデ ィアで あ る
〈回覧板〉が第2位 に きてい るこ とは,先 の設問
で〈学区 ・町内の行事〉の回答数が第1位 になっ
て いた こととの関連 な しには考 え られ ないこと
であ る。 また,〈新 聞〉や〈テ レビ〉な どのマス ・
メデ ィアが上位 に きてい ることも,そ れが カバ
ーす るメッセージや情報の種 類や範囲が広 く,
それに対す る接触 も容 易 で あることを考 えれ
ば,あ る意味では 当然 の ことで あろ う。 それ
に,こ の 第5次 調 査 では いわゆ る ミニコ ミに
属す る ロー カル ・メデ ィア(回 覧 板,新 聞 の
チ ラシ)や パーソナル ・メデ ィア(人 づてに聞
く)が 上位 に選択 され ていることは注 目す べ き
ことであ る。特 に,〈新 聞のチ ラシ〉が第4位 に
あることについて も,既 にチラシの利用 につい
ての設 問で明 らかになってい るよ うに,そ れが
主 として買い物 に利用 され るもので あ り,ま た
上の設問で も買い物情報 に対 す る需要が高 か っ
たことか ら も充分理解 で きることで ある。 それ
に反 して,マ ス ・メデ ィアで も情報 内容の セ グ
メン ト化 された 〈雑誌〉や 〈単行本〉あるい は〈ラ
ジオ〉の順位が かな り低 いことは,こ こで 問題
としているよ うな情報の供 給源 としてはあ る意
味 で適切で ない とい うことを示 してい るのであ
ろ う。 また,パ ーソナル なメデ ィアであって も
〈電話〉の利用率が低 いの は,そ れが ここで提示
した ような種 類の情報 の摂取 には 不 向 き で あ
り,註19)でみた よ うに 他の利用法 に ウエ イ ト
が置かれてい ることを示 してい るよ うに思 われ
る。
ちなみに,第2次 調査 の結果 をその上位 の も
のか ら示 せば,〈新聞〉,〈テ レビ〉,〈回覧 板〉,
〈府 ・市 の広報〉,〈新 聞のチ ラシ〉,〈雑誌〉,〈人
づてに聞 く〉,〈ラジオ〉,〈その他〉,〈単行本〉,
〈電話〉となっている。 これ らの結果 か ら,第5
次調査 の順位 で〈新 聞〉か ら〈テ レビ〉にいた る3
種 の メデ ィアか らなる上位 グルー プ,あ るいは
〈ラジオ〉か ら〈電話〉にいたる4種 の メデ ィアか
らな る下位 グルー フ゜ ,さらにく新 聞のチ ラシ〉か
ら〈府 ・市 の広報〉にいた る4種 のメデ ィアか ら
なる中位 グルー プを分 け ることが で きるよ うに
思われ る。 この分類に よる限 り,い ずれ の調査
において もその順位 に変化が あって もその グル
ープ内 に収まってい ることがわか る。つ ま り,
第5次 調査に対 して第2次 調査 で順位が移 動 し
て いるのは,上 位 グルー フ゜で は 〈テレビ〉と〈回
覧板〉であるし,下 位 グループで は,〈その他〉
..
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と〈単行 本〉しかない とい う ことである。 中位
グル ープで は,す べてその順位が入れ替 わって
いるが,な か で もく府 ・市の広報〉の順位が逆
転 して いること,ま た 〈人づて に聞 く〉の順 位
が低下 してい ることな どを指摘す ることがで き
る。
さらに,こ の問についてその男 ・女別 クロス
集 計の結 果 をみ ることに しよ う。情報 を得 る手
段 について 男性の選択 を その 順 位 で 示せば,
〈新聞〉が58.5%で第1位,第2位 および第3位
は〈回覧板〉(33.7%)と〈テ レビ〉(31.3%)であ っ
て,単 純集計 と全 く同じ順位で ある。男性の第
4位以下 では,〈人づてに聞 く〉(24.5%),〈雑
誌〉(23.0%),〈府 ・市 の広報〉(21.8%),〈新 聞
のチラシ〉(21.2%)などとなってい る。 これ に
対 して,女 性 では第1位 が〈回覧板〉で,し か も
男性 よ り11.5%も高 くな ってい る。第2位 は
く新聞〉であ るが,〈回覧板〉の場合 とは逆 に,男
性 よ り15.4%も低 くなって い るので ある。 ま
た,第3位 は〈新聞のチ ラシ〉(39.1%)で,これ
につ いては男性 よ り19.7%も多 くなってい ると
ころに大 きな特徴がみ られ る。女 性の第4位 以
下 は,〈テ レビ〉(32.3%),〈人づてに聞 く〉(23.4
%),〈雑誌〉(22.5%),〈府 ・市 の広報〉(19.0)
な どとなってい る。つ まるところ,男 ・女 問で
こ とにその差が 大 きいのは 〈新 聞のチラシ〉(女
性 〉男性),〈新聞〉(男性〉女性),〈回覧板〉(女
性 〉男性)の3種 の メデ ィアのみで あって,他
は〈ラジオ〉の6.8%,〈単行本〉の3.7%を除 け
ば,男 ・女聞で それほ ど差 が大 き い もの は な
い。 男 ・女 差 の 大 きい メデ ィアをみ る限 り,
女性が男性 に比 してC1-一カルで身近 な日常生活
これでこの調査の対象となった柏野学区住民
の情報行動については,一応その概観を終える
ことになる。 ここでは性別以外の変数 とのクロ
スについてはほとんど報告す ることができなか
ったが,そ れについてはまた別の機会に譲らざ
るをえない。
ところで,最初に述べたように,情報行動は
基本的には個人 レベルにおいて想定されるもの
であるが,む ろんここで検討 したのは,その レ
ベルにおけるものではなく,統計的に処理され
た集合的 レベルでの情報行動であった。とはい
え,それはそれとして住民のかなり多 くの人び
との情報行動の一般的な傾向をある程度明らか
にすることができたと言えるであろう。ここで
みたレベルに限っても,個々の結果の解釈は多
様なものであ りうるし,またそれら相互の関係
をどのように考えるのかとい うことも検討する
必要があるが,設問項目間の統計的処理がない
現在の段階ではそれについて述べ ることはでき
ない。
ところで,筆者は特定の対象者の情報行動の
全体的傾向ないしパターンを情報行動の 「プロ
フィール」 と呼んでいるが,む ろんここで概観
したのは統計的に把握された特定地域社会の住
民からなる集合的 レベルにおける 「プロフ ィー
ル」である。 これが他の地域や住民の場合にも
みられる一般的な傾向であるのか,柏野学区住
民に特徴的なものであるのかという点について
は,第2次 調査の結果と比較することより,そ
の共通す るところと相違するところのあること
が判明した。むろん,後者については結果が相
違するという事実があることは確認で きたとし
て も,その相違がなにによるのかという点につ
いては多様な解釈がありうるし,こ う'した設問
項 目だけではそれを探ることが困難であるとい
うこともある。また,前 者についても,さらに
異 なった地域においては相違する結果 として現
れることは予想で きることである。事実,未発
'表ではあるが筆者が実施した京都市西京区にあ
る洛西ニュータウンにおける調査との試験的な
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比較では,西陣地域では共通性を示すものが,
洛西ニュータウンなどの地域の結果 に対 して
は,特殊な類似性として現れるとい う結果を見
ることがで きるのである。つま り,集合的なプ
ロフ ィー ルとしてではあるが,西陣地域内部に
おけるその相違と共通性があ り,その共通性が
その地域外部との対比で今度はまた地域的相違
として出現するとい う構造を想定す る必要があ
るのである。むろん,あ る意味では基底的な,
その全てに共通したものとして出現するもの も
ありうるだろう。
とりあえずここでは,主 として柏野学区で実
施 された調査結果の報告 を中心にしたが,上 の
意味では情報行動における西陣地域内部の共通
性 と相違点についてはある程度の知見をえるこ
とができたし,今後検討すべ き方向についても
示唆するものがあったように思われ る。
注1)西 陣地域13学区での調査 および西陣学区での調査については,『伝統産業と地域社会構造一京都 ・西陣地
域の事例』〈科学研究費研究成果報告書〉昭和62年,仏教大学社会学研究所編 『社会学研究所紀要』〈西陣地
域住民のくらしと意識の調査報告〉 第4号 昭和58年,および仏教大学社会学研究所編 『社会学研究所紀
要』〈西陣地域住民の生活文化に関する調査報告〉第5・6合 併号 昭和60年,を参照のこと。
2)情 報行動の研究については,日本新聞学会でも近年になって春 ・秋期研究発表会のワークショップで検討
されるようになったばか りである。
3)第2次 調査のうち情報行動に関わる項目の結果の詳細については,拙 稿 「情報行動」〈西陣地域住民の生
活文化に関す る調査報告〉仏教大学社会学研究所編r社 会学研究所紀要』第5・6合 併 号 昭和60年pp.
41-3を参照のこと。同じく.情報行動に関しては,西 陣学区で実施 された第1次調査についても,拙稿 「購
買行動と情報行動」〈西陣地域住民の くらしと意識の調査報告〉仏教大学社会学研究所編 『社会学研究所紀
要』第4号 昭和58年pp.52-3で報告している。 また,西 陣地域13学区全体で実施された第4次 調査にお
ける情報行動の項目についても,拙稿 「西陣地域住民の情報行動」r伝統産業と地域社会構造一京都 ・西陣
地域の事例」〈科学研究費研究成果報告書〉昭和62年pp.50-63で報告している。 さらに,筆 者が西陣地域
で 「情報行動」というタイトルによる調査を実施 したものとして1ま,西陣織工業組合編 『西陣地域に於ける
映像情報システムの実用化に係わる情報の基礎調査研究』京都市経済局 昭和56年がある。
4)社会的コミュニケーションについては,吉田民人 「情報科学の構想」吉田民人 ・加藤秀俊 ・竹内郁郎 『社
会的コミュニケーション』〈今日の社会心理学4>培 風館 昭和42年p.206を参照のこと。
5)情 報行動については,中野 収 『現代人の情報行動』日本放送出版協会 昭和55年p.216を参照の こと。
ただし,こ こでの情報行動の捉え方は,中野の 「情報行動」概念ほど広 くはない。また,最近の情報行動論と
しては,池 田謙一 「情報行動の基礎理論」『情報通信学会年報』〈昭和62年度>1988pp.27-50などがある。
6)ただし,註3)の 『社会学研究所紀要』第5・6合 併号で報告した第2次調査における情報行動に関する
結果では,そ れぞれの項目で無回答を除いた残 りの選択肢についてそのパーセントを算出したものを使用し
ているが,第5次 調査では無回答をも含めて計算した数値を使用 しているので,両者にはその相違があるこ
とを注意、しておかねばならない。
7)これに関連して,昭和61年10月の時点で,日 本新聞協会加盟の新聞社が発行する日刊一般紙の総発行部数
は4,857万部であって,1世 帯当りでは平均1.25部の普及をみている。この柏野学区で}タそれをやや下回
るということになるであろうが,普及率と購読率は同じでないから単純に比較すべきではないが,一 つの参
考 として記しておくことにする。 ここで参考にしたデータは,郵政省編 『通信白書』〈昭和62年版〉大蔵省
印刷局p.364,によるものであるが,以 下の註においてもそれを多 く参照 している。 ただし,その場合に
は,各註末に同書の関係する頁数だけしか記載していないことを断わっておきたい。
8)こ こではほとんど触れることができないが,少 なくとも情報行動に関わる項目については,学歴について
も性別とほぼ同程度にその差の出現する割合の多いことが,一連の西陣調査の結果から経験的に分かってい
る。次にその割合が多いのは,年齢,収 入,職業であるが,これ らについては時によりバ ラつきがあって,
その傾向を読み取 ることができないこともある。家族構成や居住年数については,情報行動の項目との関係
はあまりないようである。 、
9)す で}と,カラーテレビの世帯普及率は99%に達しているし,NHKの 調査で 「テレビを一人でみるほう」
と回答した人 も昭和60年で32.0%に達してお り,テレビ視聴の個人化が進行していることがいえる。 これに
・:
ついても単純な比較はできないが,柏野学区住民における個人専用のテレビを所有する者の割合と上の個人
視聴の回答者の割合が符合していることは興味深いことである くp.124およびp.155>
10)全国におけるビデオテープレコーダーの普及率は33.5°0であるから,柏野学区での普及もほぼそれと同じ
水準にあるようである。〈P.36>
11)昭和62年における,テ レビの1日 当り平均放送時間はNHK(総 合)で18時間30分,民間放送で18時間45
分である。ただし,民間放送では1日 当りの平均最高放送時間としては21時間44分になっている。 〈pp.447
_8>
12)使用されている時間帯区分が異なるので直接比較することはできないが,参考までに昭和61年における平
日の時間帯別の視聴時間について示せば,午前(6:00-12:00):44分,午後(12:00-18:00):43分,夜間
(18:00-24:00):1時間49分となっている。<pp.451>
13)昭和61年における国民の1日 当りの平均視聴時閲は,3時 間21分である。〈pp.355>
14)総理府調査(『暮しと情報通信に関する世論調査』昭和62年)によれば,番 組選好とは やや異なるが,テ
レビを視聴する目的とい うことでは,厂ニュースを知 るため」(83.2°0)が最も多 く,次いで 「娯楽のため」
(73.1°o),「天気予報を見るため」(52.7°0)といった順になっている。 さらに,厂ニュースを知るため」と
回答したものの男 ・女別内訳についてみれば,男性が89.7%であるのに対 し,女性は78.4%と低 く,逆に,
「娯楽のため」と答えた者のなかでは,男性が70.4°oZあるのに対し,女性では75.1°oと高 くなっている。
つまり,男性と女性ではテレビ視聴の目的が異なっていることになる。〈pp.148-9>
15)住宅用電話の普及率は,61年度末で全世帯の81.1%に達している。〈p.130>
16)総理府調査(同上)で は,「毎日2回以上」,厂毎日1回程度」,「週に3回程度」,「週に1回程度」,「月に
1・2回」「ほとんど(全 く)かけなかった」と6段階に分けているが,この調査での設問と比較すれば回数
の少ないほうでの区分が大きくなっている。〈p.139>
17)第5次調査では 〈週に数回〉が最 も少ない回数区分になっているので,上の調査でそれに最も近い 「週に
3回程度」以下の回答者を合計すれば,発信の場合で65.2%にな り,柏野学区での結果とかなり近い数字に
なることが分かる。〈p.139>
18)電話の利用については,特 に 「かける場合」については,その相手が誰であるのかということと共に,そ
の目的との関係を考慮することが必要であるともいえるが,こ こではその設問を設ける余地がなかった。人
々が電話をす る場合どのような目的に比重をおいて使用 しているのかとい うことについてのデータがあるの
で,参考のためその結果を記しておこう。それによれば,「通知 ・連絡」(50.9°o)が最 も多 く,次いで 「お
しゃべり」(43.9°o),「近況報告」(38.7°0),「あいさつ ・儀礼」(19.45°0),「予約 ・約束」(13.4°0)など
となっている。特に,「おしゃべり」については,女性が57.5°0と多いことが特徴である。〈p148>
19)ここでいう有職者率は,<問F-5>において,男 性では.〈無回答〉,〈学生〉,〈無職〉を,女性では それ
に く主婦〉を加え,回答者全体から除いた残 りの者の占める割合である。
20)ここでい う回答誘導効果というのは次の意味においてである。回答者はこの設問にいたるまでに多 くの地
域社会学的な設問にさらされているため,普段よりそれらの事柄に対する意識が高まることになると思われ
る。そうした状態でこの設問に臨めば,普段よりいわば 「過度」に近隣iに関わる情報が不足していると思う
にいたるということである。
(荒木 功)
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